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第１章 第５次実施計画の策定にあたって 

- 1 - 

 

 

１ 実施計画の位置づけ 

 

市川市では、「市川市男女共同参画社会基本条例」（以下「基本条例」という）に基づく基本計

画として、平成２０（２００８）年８月に「市川市男女共同参画基本計画」（以下「基本計画」

という）を策定し、基本条例に明記されている基本理念と基本計画の主要課題を明らかにしまし

た。 

第５次実施計画は、第３次・第４次実施計画に続き、基本計画の実現に向けた施策を、計画的

に実施するために策定するものです。 

 

２ 実施計画の期間 

 

  本計画の期間は、平成２６（２０１４）年度から平成２８（２０１６）年度までの３年間とし

ます。 

平成20～22年度 

(2008～2010) 

23～25 

(2011～2013) 

26～28 

(2014～2016) 

29 

(2017) 

 37 

(2025) 

       

 

 

 

     

 

 

３ 基本計画の体系 

 

  基本計画は、８の主要課題、２４の個別課題、７８の施策に体系化されています。 

 

第１章   第５次実施計画の策定にあたって 

 

 

第 5 次実施計画 第 3 次実施計画 第 4 次実施計画 

市 川 市 男 女 共 同 参 画 基 本 計 画 
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基本計画の体系図と実施計画事業 

 

≪主要課題≫ ≪個別課題≫    ≪施策≫            ≪事業≫ 

１１．市内の保育園や幼稚園等職員への男女共同参画
　　　啓発

（関連）地域ケアシステム推進事業

１７．情報資料室の充実

（関連）保育付講座の実施

（関連）公民館での各種講座の実施

１３．人権講演会の実施

（関連）エイズ教育に関する教育講演会

１４．男女共同参画センターにおける父子向け講座等
　　　の実施

１５．家庭教育学級と連携した男女共同参画センター
　　　事業の実施

（関連）教育相談事業

１．市川市女性人材登録台帳の活用

　　　　２．審議会等への女性委員の参画推進

　　　　３．市女性職員の管理職登用促進

４．市職員への男女共同参画に関する研修の実施

（関連）女性管理職登用に向けた参画機会の環境整備

５．男女共同参画センター使用団体の活動促進

（関連）各教科、道徳、特別活動及び総合的な学習の
　　　　時間における人権教育

１２．人権教室の実施

６．市民等への男女共同参画情報の発信

（関連）自治会活動活性化事業

（関連）婦人消防クラブ活動事業

（関連）小学校区防災拠点協議会の設置推進

７．男女共同参画センターにおける講演会の実施

８．男女共同参画センターロビーの充実・活用

９．「ヒューマンフェスタいちかわ」による人権啓発

１０．市職員への男女共同参画に関する情報の発信

（関連）青少年有害図書の自粛要請

１６．男女共同参画に関する講座等の実施

１

あ
ら
ゆ
る
分
野
へ
の
男
女
共
同
参
画
の
促
進

１．政策・方針決定過程

への女性の参画
(1)各種審議会等委員への女性の参画の

促進

(2)人材情報の整備と提供
(3)広報公聴活動の充実

(4)事業所及び各種団体等における女性

の参画の啓発
(5)女性の自立及び自己決定能力の育成

への支援

２．市民活動における
男女共同参画に向
けた支援

(6)家庭生活・地域社会等への参画の促
進

(7)市民団体等への活動支援
(8)男女共同参画を推進するためのイン

ターネットの活用

２

男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り
と
教
育
の
推
進

３．男女共同参画社会
の形成の視点から
の社会制度・慣行
への配慮

(9)啓発事業の推進

(10)情報の収集と提供
(11)調査・研究の推進
(12)法令等に関する学習機会の充実

(13)情報識別・選択能力の向上
(14)発行物における性にとらわれない

表現の促進

４．就学前教育におけ
る男女平等教育の
推進

(15)相手を大切にする心を育む教育の

推進

(16)性別にも配慮した平等教育、保育

の推進

(17)就学前教育等従事職員への意識啓

発・研修の充実

５．学校教育における男

女平等教育の推進

(18)全教育内容における男女平等の意
識づくり

(19)自立能力を育成する教育の推進
(20)性に関する教育の充実

(21)教育関係者に対する研修の充実
(22)男女共同参画意識に基づいた学校

運営の推進

７．地域での男女共同

参画を進める生涯

学習の推進

(25)情報の収集と提供

(26)学習内容の充実
(27)生涯学習を進めるための施設の充

実

６．家庭における男女平

等教育の推進
(23)家庭における家族の協力、助け合

いの意識づくり
(24)家庭教育に関する相談事業の充実

重点

重点P.14

P.17

P.21

P.24

P.25

P.27

P.29
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≪主要課題≫ ≪個別課題≫    ≪施策≫            ≪事業≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （関連）地域包括支援センター事業

（関連）二次予防事業対象者把握事業

２２．女性のための相談

２３．女性弁護士による女性のための無料法律相談

（関連）民事相談事業

（関連）母子自立支援プログラム作成事業

（関連）母子世帯・父子世帯に対する市営住宅の加点
　　　　措置

（関連）障害者雇用事業

（関連）家族介護支援事業

（関連）いきいき健康教室（一次予防）

（関連）地域子育て支援センター事業

（関連）雇用促進奨励金

（関連）障害者職場実習奨励金

（関連）障害者相談支援事業

（関連）ひとり親相談事業

（関連）家庭保育事業

（関連）病後児保育事業

（関連）家庭児童相談事業

（関連）養育支援訪問事業

（関連）親子つどいの広場事業

（関連）若年者等就労支援事業

（関連）家族経営協定締結の推進

１８．男女共同参画センターにおける就労支援に関す
　　　る講座等の実施

　　　　１９．事業者への男女共同参画啓発

　　　　２０．市職員へのワーク・ライフ・バランス
　　　　　　　の推進

（関連）労働相談事業

（関連）一般事業主行動計画策定支援事業

（関連）職員みんなで支え合い計画（市川市役所次世
　　　　代育成支援行動計画）の推進

（関連）両親学級

（関連）防犯対策事業

（関連）保育園整備計画事業

（関連）放課後保育クラブ運営事業

（関連）ファミリー・サポート・センター事業

（関連）いちかわ子育て応援企業の認定

２１．生活の場での自立の推進に向けた講座等の実施

10．男女が共に働き続
けるための社会環
境の整備

(37)仕事と子育て・介護の両立支援
(38)多様な働き方への支援

３

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進
に
よ
る
職
場
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
実
現

９．男女共同参画に向
けた雇用環境の整
備促進

(32)働く場における男女共同参画の推

進

(33)働く場における母性保護の意識の

浸透と制度の充実

(34)働く場における男女の労働条件の

向上

(35)働く場における労働環境の整備

(36)労働相談の充実

４

男
女
が
協
力
し
、
支
え
合
う
家
庭
の
確
立
と
福
祉
の
充
実

12．男女で担う子育て
の環境づくり

(44)保育施設の整備、保育内容の充実
(45)子育てに関する情報提供と相談体

制の充実
(46)児童虐待の発生を防ぐ意識と環境

づくり

13．障害者家庭とひと
り親家庭等の自立
支援

(47)各種相談事業の拡充と情報提供
(48)自立のための支援制度の促進

14．高齢者への福祉の
充実・自立支援

(49)社会参画の促進と生活支援

(50)高齢者虐待を防ぐ環境づくり
(51)介護にかかわる人の育成と確保
(52)施設の基盤整備と内容の充実
(53)介護予防への取組の強化

11．生活の場での自立
の推進

(39)男女共同参画による家庭の確立

(40)専業主婦への家族の協力
(41)家庭責任を果たすための学習機会

の提供

(42)自立を支える福祉の充実
(43)男女が共に安心して暮らす福祉の

視点からの街づくりの推進

15．自立を支援する総
合相談事業の推進

(54)相談事業の充実
(55)相談事業にかかわる人への情報提

供と研修の要請

８．就業機会の男女平
等に向けた支援

(28)就業機会の拡充、再雇用制度の普

及促進

(29)あらゆる分野における働き方への

支援

(30)職業意識、職業能力向上のための

講座・研修の充実

(31)就業相談等の充実

重点

重点

P.32

P.34

P.36

P.38

P.40

P.42

P.44

P.46
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≪主要課題≫ ≪個別課題≫    ≪施策≫            ≪事業≫ 

 

 

 

 

 

   

　　※ＤＶ施策の実施に関しては、市川市男女共同参画基本計画第２次ＤＶ防止実施計画（平成２６年度～平成２８年度）にて進行管理を行います

（関連）健康診査事業

（関連）生涯スポーツイベントの充実

２４．市民等への人権啓発情報の発信

（関連）健康相談

（関連）訪問指導

（関連）健康教育事業

（関連）推進員活動事業

２７．男女共同参画センター登録団体等との共同事業
　　　の実施

２８．男女共同参画に関する情報収集

２９．男女共同参画に関する市民意識調査の実施

２６．相互理解のための啓発・交流事業

（関連）外国人相談窓口

（関連）外国人向けの各種情報提供の充実

（関連）通訳・翻訳ボランティアによる活動

２５．家庭等における暴力対策ネットワーク会議の開
　　　催

（関連）こども家庭総合支援センター事業

（関連）異文化交流事業

（関連）小学校外国語活動推進事業（小学校外国語
　　　　活動指導員の派遣）

（関連）中学生海外派遣事業（派遣・受入事業）

（関連）母子健康教育事業

（関連）母子訪問事業

５

生
涯
を
通
じ
た
健
康
支
援

16．生涯を通じた健康
の管理・保持増進

(56)生涯を通じた健康の管理の意識啓

発と情報提供
(57)医療関係者への意識の浸透と研修

の要請

17．生涯を通じた心身
の健康づくり支援

(58)健康教育の充実と相談支援

(59)妊娠・出産期における健康支援
(60)思春期・成人期・高齢期における

健康支援
(61)女性の健康を脅かす問題について

の対策の推進

18．心身の健康づくり
体制の充実

(62)健康増進施設の充実
(63)医療関係機関との連携強化

人
権
を
侵
害
す
る
暴
力
の
根
絶

６ 19．暴力を許さない社
会の基盤づくり

(64)あらゆる暴力に対する社会的認識
の徹底と対策の推進

(65)性の商品化の根絶
(66)暴力に関する調査・研究

20．被害者への相談・
支援および加害者
への教育・研修、
更生支援

(67)相談体制の充実

(68)自立支援と更生支援
(69)関係機関の連携とネットワーク体

制の確立

男
女
共
同
参
画
社
会
の
形
成
を
目
指
す

国
際
的
協
調
の
推
進

７ 21．国際的な協調と相
互協力の推進

(70)国際理解と国際協力
(71)国際交流の推進と民間団体への支

援

22．在住外国人と共に
目指す男女共同参
画社会

(72)相互理解のための交流活動の推進
(73)情報提供と相談体制の確立

男
女
共
同
参
画
を
推
進

す
る
体
制
の
整
備

８ 23．推進体制の充実 (74)庁内推進体制の充実と組織の強化
(75)市民との連携
(76)国・県・関係機関等との連携

(77)施策の推進状況の把握
(78)施策の点検と評価の研究

24．計画の進行管理の
充実

P.49

P.50

P.51

P.53

P.54

P.57

P.58

P.61

P.63
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１ 主要課題ごとの達成状況 

 

  平成２３年度～平成２５年度を計画期間とした「第４次実施計画」について、評価・検証等

が終了している平成２３年度、平成２４年度の２年間についての主要課題ごとの進捗状況は以

下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主要課題１ あらゆる分野への男女共同参画の推進 

 

成果 審議会等附属機関への女性委員の登用推進を図るため、新たに「市川市女性人材登録台

帳設置要領」を整備した。女性委員の割合も年々増加している。 

課題 市女性職員の管理職昇任選考試験の受験率は、平成２３年度は前年よりも増加したもの

の、平成２４年度は前年を大きく下回ったことから、職員自らが意欲と自信を持って働

き続けるための意識を高める研修等の取組を行っていくことが必要である。 

 

主要課題２ 男女共同参画の意識づくりと教育の推進 

 

成果 就学前教育、学校教育における男女平等教育の推進では、計画的に事業を行うことがで

きた。また、課題解決に向け進んでいると思う主要課題を e-モニターアンケートにおい

て尋ねたところ、主要課題２の割合が一番多い結果となった。 

課題 e-モニターアンケートにおいて、社会全体として「男女の地位は平等である」と考える

人の割合が低いことから、まずは地域において男女共同参画を着実に推進するため、男

女共同参画センター登録団体等と計画的に共催事業を行うなど、関係団体と連携を強化

し、男女共同参画センターを有効活用していく必要がある。 

主要課題 事業数 2３年度達成度 2４年度達成度 重点すべき取組 

    順位 ％ 順位 ％   

1 18 ４ 86.0 ６ 87.0 ◎ 

2 33 ２ 88.8 3 88.1   

3 29 ５ 78.8 ７ 85.0 ◎ 

4 50 ６ 76.2 ５ 87.1   

5 24 ３ 87.7 ２ 89.2   

6 16 １ 100.0 １ 100.0 ◎ 

7 10 ７ 73.3 ８ 76.7   

8 15 ８ 64.0 4 88.0  

合計 195 平均  81.7 平均  87.3   

第２章   第４次実施計画の成果と課題 
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主要課題３ ワーク・ライフ・バランスの推進による職場における男女共同参画の実現 

 

成果 ワーク・ライフ・バランスの推進による職場における男女共同参画の実現の取組として、

関係部署と共催での、ワーク・ライフ・バランスセミナーの開催並びにワーク・ライフ・

バランスセミナーの資料を事業所に配付するなど啓発に努めた。 

課題 ワーク・ライフ・バランスの言葉の認知度がまだ低いことから、市職員はもとより、事

業所を中心に広く市民に周知していくことが必要である。 

 

主要課題４ 男女が協力し、支え合う家庭の確立と福祉の充実 

 

成果 子育て家庭、障害者家庭やひとり親家庭、高齢者への自立支援など、様々な環境に合っ

た事業を展開した。 

課題 e-モニターアンケートでは、特に力を入れてほしいと思うこととして主要課題４を挙げ

た割合が２番目に高かったことから、主要課題解決のためのより実践的な事業を関係部

署や関係団体等と連携し、行っていくことが必要である。 

 

主要課題５ 生涯を通じた健康支援 

 

成果 生涯を通じた健康支援に関する事業を様々展開しており、仲間づくりや健康づくりを推

進する「いきいき健康教室」の会場数が増加傾向であることや、健康増進センターの新

規有料団体が増えていることから、定期的に健康づくりを行う意識の醸成が図られてい

る。 

課題 主要課題全体では、目標数値に対する達成度は高くなっているものの、達成度の低い事

業があることから、健康分野の計画にて主体的に進行管理を行い、着実に推進していく

必要がある。 

 

 主要課題６ 人権を侵害する暴力の根絶 

 

成果 この分野のほとんどの事業が平成２３年８月策定の「市川市ＤＶ防止基本計画（第１次

実施計画）」に移行し、より効果のある施策を展開している。 

課題 「市川市ＤＶ防止基本計画（第 1 次実施計画）」で進行管理をしている。 

 

主要課題７ 男女共同参画社会の形成を目指す国際的協調の推進 

 

成果 異文化交流事業では、計画年中、目標を大きく上回る参加者があり、多くの人に交流の

機会を提供することができた。 

課題 e-モニターアンケートでは、本主要課題が、課題解決に向け進んでいると思う主要課題

であると回答した割合が一番低くなっていることから、まずは、地域の在住外国人とと

もに男女共同参画推進に向けた事業展開が必要である。 
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主要課題８ 男女共同参画を推進する体制の整備 

 

成果 男女共同参画センター登録団体等との意見交換会を行い、計画的に共催事業等を行う準

備を進めることができた。 

課題 関係部署や関係機関等との連携を強化し、効果的に男女共同参画を推進する必要がある。 

 

 

２ 意識調査からみた課題 

 

  平成２３年度、平成２４年度に実施した e-モニター制度※１による男女共同参画に関する意

識調査結果では、男女の地位の平等感について、男性が優遇されていると感じている割合は依

然として高く、「男性が非常に優遇されている」「どちらかと言えば男性が優遇されている」と

する回答の合計が６割を超えています。 

 

 

 

  また、「夫は外で働き、妻は家を守る方がよい」と考えている割合についても、賛成の割合（「賛

成」＋「どちらかといえば賛成」）が増加傾向にあり、反対の割合（「反対」＋「どちらかとい

えば反対」）を上回る結果がでています。 
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  全国では、平成２４年１０月に内閣府が行った「男女共同参画社会に関する世論調査」による

と、「社会全体における男女の地位の平等感」では、「男性の方が優遇されている」（「男性の方が

非常に優遇されている」＋「どちらかといえば男性の方が優遇されている」）と回答した人の割

合は低下傾向にはあるものの、「男性の方が非常に優遇されている」だけで見ると、平成２１年

１０月に行った前回調査では９．７％、平成２４年調査では１０．８％であり、微増しています。 

また、同世論調査によると、「夫は外で働き、妻は家を守るべきである」という考え方につい

て、平成２４年調査の賛成の割合（「賛成」＋「どちらかといえば賛成」）は５１．６％であり、

平成２１年調査の賛成の割合４１．３％より１０．３％増えています。 

  このことから、固定的性別役割分担意識については、全国的に、調査時点での社会情勢の影響

を受けていると考えられます。 

 

 

 

８の主要課題の中で、課題解決に向け進んでいると思う主要課題は下記の順となっています。 
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今後、男女共同参画推進の施策の中で、特に力を入れてほしい施策は下記の順となっていま

す。 

 

※１ e-モニター制度 

   市川市が運営する登録制のアンケート制度です。モニターとして登録している方に、パソコンや携帯電話への電子

メールを利用し、アンケート調査などを行い、市政の参考とするものです。 

●平成２３年度

調査方法 インターネット及び電子メール

調査期間 平成２４年１月３０日～平成２４年２月１３日

調査実施機関 市川市総務部男女共同参画課

有効回答数 1,４７３人

回答者属性

女性８１１人、男性６６２人

１０代２人(０．１％)、２０代５２人(３．５％)、３０代３５０人(２３．８％)、

４０代４９６人(３３．７％)、５０代２５７人(１７．４％)、６０代３１１人(２１．１％)、

７０代５人(０．３％)

●平成２４年度

調査方法 インターネット及び電子メール

調査期間 平成２５年３月６日～平成２５年３月２０日

調査実施機関 市川市総務部男女共同参画課

有効回答数 1,５６４人

回答者属性

女性７５７人、男性８０６人、不明１人

１０代３人(０．２％)、２０代４３人(２．７％)、３０代２８７人(１８．４％)、

４０代４６６人(２９．８％)、５０代２６２人(１６．８％)、６０代３０６人(１９．６％)、

７０代１８０人(１１．５％)、８０代１６人(１．０％)、不明１人（０．１％）

≪市川市e-モニター制度による男女共同参画に関するアンケートの回答者属性≫

 

※調査の数値は、四捨五入の関係で、合計が１００％にならないことがあります。 
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  第５次実施計画は以下のような考え方に立って策定しています。 

① 実効性のある実施計画とするため、できる限り適切な数値目標や期間を明確に設定するとと

もに、その達成状況について進行管理を行います。 

② 本計画と関連する行政計画の施策と相互の連携を強めることにより、効果的に計画を推進し

ていきます。 

③ 市民の視点での評価として、主要課題ごとに成果指標（アウトカム指標）を設定しました。 

   

 

１ 重点事業選定の考え方 

 

  市民から見た男女共同参画に対する意識・ニーズの動向から、職場における男女共同参画の

実現が特に望まれています。事業者への模範となるよう、まずは、市役所が率先して市職員へ

男女共同参画やワーク・ライフ・バランスの推進を行い、性別に関わらず、全ての職員が意欲

と能力を十分に発揮できる働きやすい職場づくりに取り組みます。 

 

  国は、第３次の男女共同参画基本計画を策定するにあたり、喫緊の課題として、「社会のあら

ゆる分野において、2020 年までに指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも３０％程度」

という目標の達成には、取組を相当強化し、加速することが必要であることなどをあげていま

す。 

  また、千葉県では、第３次の千葉県男女共同参画計画（事業計画は平成 23 年度～平成 27

年度）を策定するにあたり、重点的取組として、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調

和）の促進、および、政策・方針決定過程への男女共同参画の促進などをあげています。 

  そして、本市では、平成２５年２月の施政方針で、女性管理職の積極的登用が目指されてい

ます。 

  これらを踏まえ、政策・方針決定過程に男女がともに参画することにより市役所内を活性化

させ、スマートで高品質な市民サービスを提供できるよう、市役所での女性の人材育成と管理

職への登用を重点的に進めます。 
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１ 実施計画事業の選定にあたって 

 

本計画の事業の選定にあたっては、「第４次実施計画」の成果と課題を踏まえ、事業を整理す

るとともに、強化していくべき主要課題には対応する新規事業を加えて計画事業に位置づけま

した。 

また、計画の実効性を高めるため、本計画で進行管理していく事業と関連計画等に進行管理

を委ねる事業に分けています。  

 
第４次        整理した事業         第５次 
実施計画      廃止事業 － 8 事業      実施計画 
      統合事業 － 1 事業 
124 事業      関連事業 －51 事業      64 事業 
             計 －60 事業 

              ＋ 
         新たに掲載した事業 
               20 事業 
           計   20 事業 
 
 
 

第５次実施計画  84 事業 
 

   進行管理事業 29 事業    関連事業  55 事業  
 

２ 進行管理事業 

 

  本計画において進行管理をしていく事業です。この事業は、原則として目標及び目標値を設

定して、実施状況を把握、管理し、その進捗を評価、検証します。一部、目標を設定すること

が事業の目的に適さない場合については、目標を設定していません。 

   

３ 関連事業 

 

  本計画と関連する行政計画（関連計画）に位置づけられている事業のうち、本計画の主要課

題、個別課題に合致する事業です。この事業のうち、進捗管理が可能なものは、関連計画にお

いて主体的に進捗管理していきます。 

第４章   実施計画事業 
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４ 進行管理について 

  本計画に位置づけられている進行管理事業については、毎年度、評価、検証を行い、その結

果を市川市男女共同参画推進審議会に報告するとともに、市民に公表します。また、必要に応

じて、本計画のローリングを行います。 

 

５ 評価について 

 本計画の評価は目標数値と実績からの評価とし、事業報告書を作成します。事業報告書では、

３年間の目標値、実績、取組状況、今後の課題等を記載します。 

  進行管理事業の評価については、４段階評価を行います。 

   □十分達成できた □概ね達成できた □やや不十分だった □不十分だった 
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成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

各種審議会等の

女性委員割合 

２８．２％ 

（平成２５年 

４月１日現在） 

３２％ ３４％ ３６％ 

市職員の女性管

理職割合 

１５．２％ 

（平成２５年 

４月１日現在） 

１６％ １８％ ２０％ 

 
 

【市川市職員の女性管理職登用状況】 

   女性職員の管理職登用率は年々増加していますが、まだ低い状況にあります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 主要課題 

      
１ 
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男女共同参画社会の実現には、政策・方針決定の過程に男女がともに参画することが極めて重

要です。しかし、男女の差を測るジェンダー・ギャップ指数は平成 24 年では 135 ヵ国中 101

位で、世界と比較するとまだ低い状況にあるのが現状です。特に、政治や経済の分野において指

導的地位にいる女性が少ないことが要因となっています。 

国では、積極的改善措置（ポジティブアクション）を推進して、社会のあらゆる分野において、

2020 年までに指導的地位に女性が占める割合が少なくとも３０％とする目標を設定しました。

本市においても積極的に取り組んでいきます。 

 

 

 

■ 基本計画における施策 

 

（１）各種審議会等委員への女性の参画の促進 

 

（２）人材情報の整備と提供 

 

（３）広報広聴活動の充実 

 

（４）事業所及び各種団体等における女性の参画の啓発 

 

（５）女性の自立及び自己決定能力の育成への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別課題 

  １ 政策・方針決定過程への女性の参画 
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～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 １．市川市女性人材登録台帳の活用 

事 業 概 要 

市役所内のあらゆる分野に男女双方の意見を反映させることを目的とし、市

民等へ市川市女性人材登録台帳を周知し、意欲や知識、能力のある女性に市

川市女性人材登録台帳への登録を呼びかけ、審議会等への女性登用促進のた

め、また、講座や講演会等の講師としての登用など、活用を図ります。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 女性人材登録台帳への登録者数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

５０人 ６０人 ７０人 ８０人 

 

事 業 名 ２．審議会等への女性委員の参画推進              重点 

事 業 概 要 

審議会等において男女がともに参画できるよう、「市川市審議会等委員への

女性登用促進要綱」に基づき、女性委員割合が少ない審議会等の担当部署に

対し、女性委員を積極的に登用するよう担当部署に対し要請を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 審議会等の女性委員割合 

目 標 数 値 

現 状 
（平成 25 年 4 月） 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

２８．２％ ３２％ ３４％ ３６％ 

 

事 業 名 ３．市女性職員の管理職登用促進             重点 新規 

事 業 概 要 

市女性職員の管理職が男性職員に比べ少ない現状を踏まえ、政策・方針決定

過程に男女がともに参画することにより市役所内を活性化させ、スマートで

高品質な行政サービスを提供できるよう、市女性職員の管理職登用を積極的

に進めます。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 市女性職員の管理職割合 

目 標 数 値 

現 状 
（平成 25 年 4 月） 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１５．２％ １６％ １８％ ２０％ 
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事 業 名 ４．市職員への男女共同参画に関する研修の実施         新規 

事 業 概 要 

市職員が男女共同参画の意識を持ち、個性と能力を活かして市役所内を活性

化させることにより、質の高い行政サービスを提供できるよう、市職員を対

象とした男女共同参画に関する研修を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 市職員への男女共同参画に関する研修の実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 25 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

３回 ３回 ３回 ３回 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

女性管理職登用に向けた

参画機会の環境整備 

【義務教育課】 

学校運営の各分野において、意欲と能力のあ

る女性に機会を提供します。 
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男女の積極的な社会参画により、市民の多様な能力が発揮される地域社会をつくっていく必要

があります。そのため、市民活動に男女共同参画の視点を取り入れ、誰もが出番と居場所のある

地域活動が行えるよう、支援していきます。 

 

 

 

■ 基本計画における施策 

 

（６）家庭生活・地域社会等への参画の促進 

 

（７）市民団体等への活動支援 

 

（８）男女共同参画を推進するためのインターネットの活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別課題 

  ２ 市民活動における男女共同参画に向けた支援 
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～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 ５．男女共同参画センター使用団体の活動促進 

事 業 概 要 

男女共同参画センターは男女共同参画社会を推進するための拠点施設であ

ることを利用団体へ周知し、継続して利用してもらうことにより、地域での

男女共同参画を推進します。また、施設の有効活用のため、新規使用団体を

増やすための広報を積極的に行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 男女共同参画センター利用率 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

５０．８％ ５１％ ５２％ ５３％ 

 

 

 

事 業 名 ６．市民等への男女共同参画情報の発信 

事 業 概 要 

市民等が男女共同参画を理解し、地域で男女共同参画を推進できるよう、広

報紙や市公式Ｗｅｂサイト等により男女共同参画に関する情報を提供しま

す。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 ― 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ― ― ― 
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～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

自治会活動活性化事業 

【地域振興課】 

市川市自治会連合協議会において、女性役員

の人材の活性化を図るため、役員と女性会長

との意見交換会を開催します。 

 

婦人消防クラブ活動事業 

【警防課市民防災担当室】 

一般家庭からの火災を防止すること、地域に

おける女性防災リーダーの育成を図ることを

目的に結成された婦人消防クラブに補助金を

支出し、各種訓練や研修等を通じ、火災予防

の知識や災害時の適正な対応及び応急救護方

法を習得させ、地域の女性防災リーダーとし

て活躍できるよう支援します。 

 

新規 

小学校区防災拠点協議会

の設置推進 

【地域防災課】 

大地震発生時に、小学校区内の被害状況の把

握や災害対策本部と連絡等様々な活動を担う

市職員（防災拠点要員）への協力が得られる

よう、防災拠点協議会の設置を推進していま

す。防災拠点協議会は女性も含めた地域の自

治会・民生委員・PTA 等で結成され、男女双

方の意見を出し合いながら平時から減災に向

けた活動を行います。 

 

地域ケアシステム推進事

業 

【地域福祉支援課】 

地域ケアシステムが多くの住民を巻き込みな

がら、課題解決へ向けての活動を展開できる

よう支援を行います。また、地域住民が主体

となって地域の福祉課題の解決に取り組める

よう、サロン活動から見守り・支援活動や小

地域における支え合い活動に活動内容を拡大

していけるよう支援を行います。なお、平成

24 年度末の現状では、各種会議等やサロン

の開催頻度に地区ごとのバラつきがあること

から、全体の底上げを意識して支援を行いま

す。 

市川市地域福祉計

画 
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成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

社会全体におい

て、「男女の地位

は平等である」と

考える人の割合 

１２．５％ 

（e-モニターアン

ケート） 

１４％ １７％ ２０％ 

 

 

 【男女の地位の平等感】 

   「社会全体において、男女の地位は平等である」と回答した割合は増加していますが、半

数以上は、「どちらかと言えば男性が優遇されている」と回答しています。 

 

e-モニター制度による「男女共同参画に関するアンケート」結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 主要課題 

      
２ 
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社会制度や慣行が社会における男女の活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立的なも

のとなるよう、広報、啓発に努めます。 

 

 

 

■ 基本計画における施策 

 

（９）啓発事業の推進 

 

（10）情報の収集と提供 

 

（11）調査・研究の推進 

 

（12）法令等に関する学習機会の充実 

 

（13）情報識別・選択能力の向上 

 

（14）発行物における性にとらわれない表現の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別課題 

  ３ 男女共同参画社会の形成の視点からの社会制度・慣行への配慮 
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～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 ７．男女共同参画センターにおける講演会の実施 

事 業 概 要 

市民等が男女共同参画を理解し地域で男女共同参画を推進できるよう、男女

共同参画センターにおいて、講演会を主催したり、男女共同参画センター登

録団体等との共催により実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 男女共同参画センター主催・共催講演会の参加者数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

２６６人 ３５０人 ３５０人 ３５０人 

 

事 業 名 ８．男女共同参画センターロビーの充実・活用 

事 業 概 要 

男女共同参画センターのロビーを利用団体相互の情報交換の場として利用

できるよう、整理し充実させます。また、男女共同参画に関する講座開催や

国・県・関係機関等の資料を配置して情報提供を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 ― 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ― ― ― 

 

事 業 名 ９．「ヒューマンフェスタいちかわ」による人権啓発 

事 業 概 要 人権に関する情報の広報・啓発を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 「ヒューマンフェスタいちかわ」への来場者数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

３５０人 ３６０人 ３８０人 ４００人 
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事 業 名 １０．市職員への男女共同参画に関する情報の発信        新規 

事 業 概 要 
職員一人ひとりが男女共同参画を理解し、市役所内から男女共同参画を推進

できるよう、市職員へ男女共同参画に関する情報を発信します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 市職員への男女共同参画情報の発信回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ４回 ４回 ４回 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

青少年有害図書の自粛要

請 

【青少年育成課】 

性の商品化、暴力表現等を有する図書の取扱

自粛要請及び立ち入り調査を実施します。 
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幼児期は、義務教育の基礎を培う大切な時期です。また、将来、健全な社会人として、円滑な

人間関係を築くための規範を身につける第一段階でもあります。 

子どものすこやかな成長のため一人ひとりの個性と能力を引き出していくことや、他者への差

別、男女の性別による差別がなされることのない教育、保育を推進します。 
 

 

 

■ 基本計画における施策 

 

（15）相手を大切にする心を育む教育の推進 

 

（16）性別にも配慮した平等教育、保育の推進 

 

（17）就学前教育等従事職員への意識啓発・研修の充実 

 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 １１．市内の保育園や幼稚園等職員への男女共同参画啓発     新規 

事 業 概 要 
市内の保育園や幼稚園等に勤務する職員へ、男女共同参画の推進に関する啓

発を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 市内の保育園や幼稚園等職員への男女共同参画啓発活動の回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― １回 １回 １回 

 

 

個別課題 

  ４ 就学前教育における男女平等教育の推進 
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学校教育においては、思いやりと自立の意識を育むとともに、児童・生徒の発達段階に応じ、

人権の尊重、男女平等、家庭生活の大切さなどについての指導の充実を図っていくことが大切で

す。 

このため、男女の特性に基づき性別にも配慮しつつ、一人ひとりの個性と能力を引き出し、児

童・生徒が主体的に学び、考え、行動する教育を推進します。 

 
 

 

■ 基本計画における施策 

 

（18）全教育内容における男女平等の意識づくり 

 

（19）自立能力を育成する教育の推進 

 

（20）性に関する教育の充実 

 

（21）教育関係者に対する研修の充実 

 

（22）男女共同参画意識に基づいた学校運営の推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個別課題 

  ５ 学校教育における男女平等教育の推進 
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～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 １２．人権教室の実施                     新規 

事 業 概 要 

児童が他人の痛みが理解できる心、思いやりのある心を育めるよう、市川人

権擁護委員が市内小学校を対象とした人権教室を実施します。（市立小学校

数 ３９校） 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 人権教室の実施校数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

３０校 ３３校 ３６校 ３９校 

 

事 業 名 １３．人権講演会の実施                    新規 

事 業 概 要 
人権の尊さについて理解してもらえるよう、市川人権擁護委員が市内中学校

を対象とした人権講演会を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 人権講演会の実施校数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

２校 ２校 ２校 ２校 

 
 
～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

各教科、道徳、特別活動及

び総合的な学習の時間に

おける人権教育 

【指導課】 

子どもが、互いの人権を尊重し、男女が平等

に参画する中で、それぞれの考えや立場の違

いを認識しあえるような能力を身につけるた

めの教育の指導形態・指導方法の工夫や改善

を学校が行い、それに対して指導・支援をし

ます。 

市川市教育振興基

本計画 

エイズ教育に関する教育

講演会 

【保健体育課】 

思春期における男女の心身の健全な発達のた

め、エイズ等の講演会を開催します。 

市川市教育振興基

本計画 



主要課題２ 

- 27 - 

 
 
 
 

社会生活を営む上で、最小かつ最も基礎的な集団である家庭を家族一人ひとりが協力し合って

築いていくとともに、家族を構成する一人ひとりの個性も尊重した家庭生活の大切さについて啓

発に努めます。 

 
 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（23）家庭における家族の協力、助け合いの意識づくり 

 

（24）家庭教育に関する相談事業の充実 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個別課題 

  ６ 家庭における男女平等教育の推進 



主要課題２ 

- 28 - 

～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 １４．男女共同参画センターにおける父子向け講座等の実施    新規 

事 業 概 要 

家族一人ひとりが協力し支え合う意識を持って家庭生活を営むことができ

るよう、男女共同参画センターにおいて、父子で参加する主催事業や共催事

業を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 男女共同参画センター主催・共催の父子向け講座の実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１回 １回 １回 １回 

 

事 業 名 １５．家庭教育学級と連携した男女共同参画センター事業の実施  新規 

事 業 概 要 

様々な活動を通じて、個性や能力に応じた子どもの育成や家族とのかかわり

等について学ぶ機会である家庭教育学級と連携した男女共同参画に関する

事業を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 家庭教育学級と連携した男女共同参画センター事業の実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― １回 １回 １回 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

教育相談事業 

【教育センター】 

子育てをする中で生じるさまざまな悩みに関

して、専門的知識を持つ教育相談員等がカウ

ンセリングや心理療法等を行うことで、悩み

を解消し、幼児・児童・生徒の健全育成を図

ります。 

 

 



主要課題２ 

- 29 - 

 
 
 
 

男女が積極的な社会参画により、市民の多様な能力が発揮される地域社会をつくっていくため

には、生涯学習の推進はとても重要な意義をもちます。女性も社会の様々な分野で政治的、経済

的、社会的及び文化的に力を発揮し、行動していけるよう、学習機会を充実させ、社会参画を促

進させます。 

 
 
 

■ 基本計画における施策 

 

（25）情報の収集と提供 

 

（26）学習内容の充実 

 

（27）生涯学習を進めるための施設の充実 

 
 
 
 
 

個別課題 

  ７ 地域での男女共同参画を進める生涯学習の推進 



主要課題２ 

- 30 - 

～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 １６．男女共同参画に関する講座等の実施 

事 業 概 要 

男女共同参画社会の実現に向けた講座等を男女共同参画センター主催で行

ったり、登録団体等との共催により実施します。また、男女共同参画センタ

ーの更なる周知や若年層の利用促進に向けた分野の講座も実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 男女共同参画に関する講座等の実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

６回 ６回 ６回 ６回 

 

事 業 名 １７．情報資料室の充実 

事 業 概 要 
男女共同参画に関する書籍・情報を収集し、市民が学習できる環境を整えま

す。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 男女共同参画センター資料閲覧室の利用者数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

７０２人 ８００人 ８００人 ８００人 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

保育付講座の実施 

【社会教育課】 

子育て中の男女が生涯学習活動に参加しやす

いように公民館主催講座において保育（託児）

付講座を実施します。 

 

公民館での各種講座の実

施 

【社会教育課】 

男女共同参画意識を育てるために、男性や若

年層・働く女性などを含め、これまで講座に

参加する機会が少なかった層も参加しやすい

よう内容、時間帯などを工夫し講座の充実を

図ります。 

 



主要課題３ 

- 31 - 

 

 
 
 
 
 

成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

「ワーク・ライ

フ・バランス」と

いう言葉を知っ

ている人の割合 

― 

（e-モニターアン

ケート） 

６０％ ７０％ ８０％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

主要課題 

      
３ 



主要課題３ 

- 32 - 

 
 
 
 

男女がそれぞれの個性と能力を活かしながら助け合い、協力しあって、仕事と育児・介護等の

家庭生活を両立させていくことができるよう、取り組んでいきます。 
 
 

 
■ 基本計画における施策 

 

（28）就業機会の拡充、再雇用制度の普及促進 

 

（29）あらゆる分野における働き方への支援 

 

（30）職業意識、職業能力向上のための講座・研修の充実 

 

（31）就業相談等の充実 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個別課題 

  ８ 就業機会の男女平等に向けた支援 



主要課題３ 

- 33 - 

～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 １８．男女共同参画センターにおける就労支援に関する講座等の実施 新規 

事 業 概 要 

個性と能力を活かしながら、仕事と育児・介護・地域活動等のバランスを取

ることができるよう、男女共同参画センターにおいて、就労支援に関する主

催事業や共催事業を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 男女共同参画センター主催・共催の就労支援関連講座等の実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１回 １回 １回 １回 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

若年者等就労支援事業 

【雇用労政課】 

若年者等が気軽に立ち寄れるジョブサポート

いちかわを開設し、毎週火曜日～金曜日の午

後に就労にかかる個別相談、適職診断を実施

します。 

 

家族経営協定締結の推進 

【農政課】 

家族で農業を営む農家に、家族経営協定の締

結に向け働きかけを行います。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



主要課題３ 

- 34 - 

 
 
 
 

事業所等に対し、男女双方に対する差別の禁止、妊娠・出産等を理由とする不利益な取り扱い

の禁止、間接差別の禁止等男女雇用機会均等法の実効性の確保を図っていきます。また、働く場

において、女性が母性を尊重され、安心して子どもを産み、就労を続けられる環境整備や男女の

ワーク・ライフ･バランスの推進、過剰なストレス等からの解放やセクシャル・ハラスメントの

防止にも努めていきます。 
 

 

 

■ 基本計画における施策 

 

（32）働く場における男女共同参画の推進 

 

（33）働く場における母性保護の意識の浸透と制度の充実 

 

（34）働く場における男女の労働条件の向上 

 

（35）働く場における労働環境の整備 

 

（36）労働相談の充実 

 
 
 
～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 １９．事業者への男女共同参画啓発               重点 

事 業 概 要 
事業者に対し、ワーク・ライフ・バランスや男女共同参画の推進に関する啓

発を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 事業者への男女共同参画啓発活動の回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１回 １回 １回 １回 

個別課題 

  ９ 男女共同参画に向けた雇用環境の整備促進 



主要課題３ 

- 35 - 

事 業 名 ２０．市職員へのワーク・ライフ・バランスの推進     重点 新規 

事 業 概 要 

市職員が仕事と育児・介護・地域活動等とのバランスを取ることにより、質

の高い行政サービスを提供できるよう、男女それぞれのワーク・ライフ・バ

ランスを推進します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 市男性職員の育児休業と介護休暇の取得者数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１人 ５人 １０人 １５人 

 
 
 
～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

労働相談事業 

【雇用労政課】 

賃金、解雇、労働時間、労災等労働条件に関

する相談及び労働保険等の手続き等の相談に

社会保険労務士が応じます。 

 

一般事業主行動計画策定

支援事業 

【子育て支援課】 

次世代育成支援対策推進法に規定する一般事

業主行動計画について、市内企業に計画策定

の手引やサンプル等を配布し、計画策定を支

援します。 

市川市次世代育成

支援行動計画 

新規 

職員みんなで支え合い計

画（市川市役所次世代育成

支援行動計画）の推進 

【職員課（特定事業主推進

部門）】 

全ての職員が、仕事と生活の時間のバランス

を取れるようにするため、「職員みんなで支え

合い計画」を推進します。 

職員みんなで支え

合い計画（市川市役

所次世代育成支援

行動計画） 

 
 
 
 
 
 
 



主要課題３ 

- 36 - 

 
 
 
 

少子・高齢化、核家族化が進展する中で、男女がともに、職業生活と育児・介護等の家庭生活

と地域生活とのバランスを図り、充実した生活を送るための環境整備に努めます。 

 

 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（37）仕事と子育て・介護の両立支援 

 

（38）多様な働き方への支援 

 

 
 
～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

保育園整備計画事業 

【保育計画推進課】 

仕事と子育ての両立支援に向けた環境整備と

して保育施設を整備します。 
市川市保育計画 

放課後保育クラブ運営事

業 

【青少年育成課】 

放課後、就労等で保護者が家庭にいない児童

を保育するため、よりよい環境づくりを行い

ます。 

市川市教育振興基

本計画 

ファミリー・サポート・セ

ンター事業 

【子育て支援課】 

地域において子育てに関する相互援助活動を

行うための会員組織である「ファミリー・サ

ポート・センター」を運営し、援助活動の紹

介や調整、会員確保など、仕事と子育ての両

立を支援します。 

市川市次世代育成

支援行動計画 

新規 

いちかわ子育て応援企業

の認定 

【子育て支援課】 

市川市に事業所のある企業において、「一般

事業主行動計画」を策定しているほか、子ど

もの企業見学や託児室・授乳コーナーの設置

など子どもや子育て家庭にやさしい企業を

「いちかわ子育て応援企業」に認定し、企業

による自主的な子育て支援を応援します。 

 

個別課題 

１０ 男女が共に働き続けるための社会環境の整備 



主要課題４ 

- 37 - 

 
 
 
 
 
 

成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

「夫は外で働き、

妻は家を守る方

がよい」と考える

人の割合 

４９．３％ 

（e-モニターアン

ケート） 

４５％ ４０％ ３５％ 

 
 

【固定的性別役割分担意識】 

   夫は外で働き、妻は家を守る方がよい」について、「賛成」「どちらかといえば賛成」と回

答した割合は増加傾向にあります。 

 
e-モニター制度による「男女共同参画に関するアンケート」結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 主要課題 

      
４ 



主要課題４ 

- 38 - 

 
 
 
 

男性の仕事、女性の仕事という役割意識にとらわれないで、自らの個性と能力を充分に発揮し

ていける社会をつくり、安心して暮らすことができるよう、福祉の視点からの街づくりを行い、

生活の場での自立の推進に努めます。 

 
 

 

 

■ 基本計画における施策 

 

（39）男女共同参画による家庭の確立 

 

（40）専業主婦への家族の協力 

 

（41）家庭責任を果たすための学習機会の提供 

 

（42）自立を支える福祉の充実 

 

（43）男女が共に安心して暮らす福祉の視点からの街づくりの推進 

 
 
 
 
 

個別課題 

１１ 生活の場での自立の推進 



主要課題４ 

- 39 - 

～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 ２１．生活の場での自立の推進に向けた講座等の実施       新規 

事 業 概 要 

家庭において、家族一人ひとりが家族の一員として協力し支え合う意識を持

てるよう、男性向けの料理教室など、生活の場での自立の推進に向けた講座

等を男女共同参画センター主催で行ったり、男女共同参画センター登録団体

等との共催により実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 生活の場での自立の推進に向けた講座等の実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１回 １回 １回 １回 

 

 
 
～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

両親学級 

【保健センター健康支援

課】 

妊娠・出産・育児についての知識を深めると

ともに、地域で夫婦が協力しながら安心して、

妊娠・出産・育児ができるよう援助します。 

 

防犯対策事業 

【防犯課】 

誰もが安心して社会参画を果たすため、安全

な街づくりの実現を目指し、市民・警察・関

係団体と協働してパトロール等の各種防犯対

策を実施します。 

 

 
 
 
 



主要課題４ 

- 40 - 

 
 
 
 

核家族化が進む中、子育て中の男女が孤立感や不安を感じることがないよう、情報提供や支援

体制の充実を図ります。 

 

 
 

 
■ 基本計画における施策 

 

（44）保育施設の整備、保育内容の充実 

 

（45）子育てに関する情報提供と相談体制の充実 

 

（46）児童虐待の発生を防ぐ意識と環境づくり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個別課題 

１２ 男女で担う子育ての環境づくり 



主要課題４ 

- 41 - 

～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

家庭保育事業 

【保育課】 

認可保育園の待機児童解消および保護者の多

様な保育ニーズに対応するため、家庭保育員

による保育事業を推進します。 

市川市保育計画 

病後児保育事業 

【保育課】 

子育てのための環境整備として多様な保育サ

ービスを推進します。（病後児保育施設の拡

充） 

市川市保育計画 

家庭児童相談事業 

【子育て支援課】 

児童虐待相談の通報窓口機能を持つととも

に、家庭児童相談員が、要保護児童に対する

調査、支援計画の作成、支援の実施を行いま

す。また、発達や育児の不安、養育環境に関

する様々な相談に対応し、育児不安の解消や

虐待の未然防止を図ります。 

市川市次世代育成

支援行動計画 

養育支援訪問事業 

【子育て支援課】 

児童の養育について積極的に支援することが

必要と判断される家庭に対し、ヘルパー等を

派遣して、養育に関する指導、助言、家事・

育児援助等を行うことにより、家庭における

児童の適切な養育環境を確保します。 

市川市次世代育成

支援行動計画 

親子つどいの広場事業 

【子育て支援課】 

子育て中の親子が気軽に集える場として、親

子つどいの広場を設定して、子育て中の親子

の交流の場の提供と交流の促進、相談・援助、

地域の子育て関連情報の提供および地域の支

援者への講習を行います。 

市川市次世代育成

支援行動計画 

地域子育て支援センター

事業 

【子育て支援課】 

保育園等のノウハウと機能を活用した地域子

育て支援センターを設置して、子育て中の親

子の交流の場の提供と交流の促進、相談・援

助、地域の子育て関連情報の提供、各種子育

て教室等の開催および子育てサークルの支援

を行います。 

市川市次世代育成

支援行動計画 

 

 

 

 

 

 



主要課題４ 
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障害者、ひとり親家庭の家族、単身者などが地域で自立し、安心して暮らせるよう、支援を行

います。 
 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（47）各種相談事業の拡充と情報提供 

 

（48）自立のための支援制度の促進 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個別課題 

１３ 障害者家庭とひとり親家庭等の自立支援 



主要課題４ 
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～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

雇用促進奨励金 

【雇用労政課】 

市内居住の高年齢者、障害者、母子家庭の母

等を常用労働者として雇用した事業主に対し

て奨励金を交付します。 

 

障害者職場実習奨励金 

【雇用労政課】 

市内に居住する障害者を職場実習に受け入れ

た事業主に奨励金を交付します。 
 

障害者相談支援事業 

【障害者支援課】 

障害者等の福祉に関する様々な問題について

障害者等からの相談に応じ、情報の提供や助

言をはじめ、障害福祉サービスの利用支援、

虐待の防止、及びその早期発見のための関係

機関との連絡調整、障害者の権利擁護のため

に必要な援助などを行います。（三障害を包

括した基幹的な拠点とともに、市直営の相談

支援拠点（3 か所）による体制整備を推進し、

相談支援サービスを提供します） 

いちかわハートフ

ルプラン【市川市障

害者計画（第 2 次

実施計画）・第 3 期

市川市障害福祉計

画】 

ひとり親相談事業 

【子育て支援課】 

ひとり親家庭の生活や就労に関して、母子自

立支援員等が相談に応じ、自立に向けた支援

を行います。 

市川市次世代育成

支援行動計画 

母子自立支援プログラム

作成事業 

【子育て支援課】 

児童扶養手当受給者が就労を希望する場合、

市のプログラム策定員が面接に応じ就労支援

プログラムを作成し、自立を支援します。 

市川市次世代育成

支援行動計画 

母子世帯・父子世帯に対す

る市営住宅の加点措置 

【市営住宅課】 

経済的な負担の大きい母子家庭・父子家庭が

市営住宅に応募した場合、加点措置により入

居できる可能性を大きくし、住宅確保に向け

た支援を行います。 

 

新規 

障害者雇用事業 

【人事課、教育政策課】 

障害者の就労を支援するため、障害者が一定

期間、市の職員として勤務することができる

「チャレンジドオフィスいちかわ」を実施し

ます。 

 

 

 



主要課題４ 
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高齢期の男女を単に支えられる側と見ずに、年齢、性別による固定観念にとらわれず、社会の

中で自立した構成員として生き生きと暮らせるよう、家族や地域住民、行政、関係団体が共同し

て連携を図りながら、地域福祉活動の充実・発展のための取り組みを行います。 
 

 

 

■ 基本計画における施策 

 

（49）社会参画の促進と生活支援 

 

（50）高齢者虐待を防ぐ環境づくり 

 

（51）介護にかかわる人の育成と確保 

 

（52）施設の基盤整備と内容の充実 

 

（53）介護予防への取組の強化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個別課題 

１４ 高齢者への福祉の充実・自立支援 



主要課題４ 
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～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

家族介護支援事業 

【地域福祉支援課】 

要介護被保険者等の状態の維持・改善を目的

とした、適切な介護知識・技術の習得や、外

部サービスの適切な利用方法の習得等を内容

とした教室を開催する。また、認知症サポー

ターの養成講座を開催します。 

市川市高齢者福祉

計画・介護保険事業

計画 

いきいき健康教室 

（一次予防） 

【高齢者支援課】 

年間を通じて、介護予防を目的とした高齢者

の健康づくりの体操を行うとともに、地域の

仲間づくりも応援します。 

市川市高齢者福祉

計画・介護保険事業

計画 

新規 

二次予防事業対象者把握

事業 

【地域福祉支援課】 

介護保険１号被保険者（要支援・要介護の認

定を受けている者は除く）全員に、基本チェ

ックリストを送付・回収することで、二次予

防事業対象者（虚弱高齢者）の把握を行いま

す。なお、同封する案内文により、介護予防

の重要性や相談窓口である地域包括支援セン

ターの周知に努めます。 

市川市高齢者福祉

計画・介護保険事業

計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



主要課題４ 
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最近の社会情勢は、少子高齢化の進展、経済の低迷、非正規労働者の増加、国際化の進展など

複雑化しています。この複雑化した社会の中で、生き生きと安心して暮らせる新たな地域社会を

築くことが大切です。そこで、仕事や子育てによるストレスや悩みに対し、総合的な相談窓口の

一層の充実を図っていきます。 

 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（54）相談事業の充実 

 

（55）相談事業にかかわる人への情報提供と研修の要請 

 

 
 
 

個別課題 

１５ 自立を支援する総合相談事業の推進 



主要課題４ 
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～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 ２２．女性のための相談 

事 業 概 要 

女性を対象に、相談者自身が悩みの本質に気づき、自ら解決方法を見つける

ことができるよう、関係部署や関係機関と連携を図りながら、問題解決に向

けた相談を女性相談員が行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 相談件数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

２，１５０件 ― ― ― 

 

事 業 名 ２３．女性弁護士による女性のための無料法律相談 

事 業 概 要 

離婚や調停など法的支援についての助言が必要な女性を対象に、女性弁護士

が無料法律相談を実施します。また、法律相談の利用促進のための啓発を行

います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 相談件数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１３１件 １５０件 １６０件 １７０件 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

民事相談事業 

【総合市民相談課】 

市民の日常の悩みに応じるため、相談窓口を

設け、解決に向けた支援をする。 
 

地域包括支援センター事

業 

【地域福祉支援課】 

高齢者が安心してその人らしい生活を継続す

ることができるように、総合相談支援を行い

ます。 

市川市高齢者福祉

計画・介護保険事業

計画 



主要課題５ 
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成果指標 
平成 23 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

自分の健康に関

心がある人の割

合 

８３％ 

（e-モニターアン

ケート） 

８６％ ８８％ ９０％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 主要課題 

      
５ 



主要課題５ 
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女性については、思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期等、男性については更年期やメタボ

リックシンドロームなど、男女がその健康状態に応じて適切に自己管理を行い、健康の保持増進

ができるように相談体制を整備し、支援します。 

 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（56）生涯を通じた健康の管理の意識啓発と情報提供 

 

（57）医療関係者への意識の浸透と研修の要請 

 
 
 
 
～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

健康相談 

【保健センター健康支援

課】 

ライフサイクルに応じた心身の健康に関する

個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行

います。 

 

訪問指導 

【保健センター健康支援

課】 

心身の状況・生活環境等から療養上の保健指

導が必要な者とその家族に対して訪問し、必

要な指導を行い、心身低下防止と健康増進を

図ります。 

 

健康教育事業 

【保健センター健康支援

課】 

生活習慣病の予防や健康管理に必要な正しい

知識を得、自身の健康に対する認識と自覚を

高めることにより、健康的な暮らしへの支援

をします。 

第２次市川市食育

推進計画 

 
 
 
 

個別課題 

１６ 生涯を通じた健康の管理・保持増進 



主要課題５ 
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男女が心身の健康について適切に自己管理できるよう、健康診査の受診や健康について正確な

知識・情報を得るための健康教育や学習機会の拡大に努めます。 
 
 

■ 基本計画における施策 

 

（58）健康教育の充実と相談支援 

 

（59）妊娠・出産期における健康支援 

 

（60）思春期・成人期・高齢期における健康支援 

 

（61）女性の健康を脅かす問題についての対策の推進 

 
 
～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

推進員活動事業 

【保健センター健康支援

課】 

地域住民の疾病予防と健康保持増進を図り、

健康で明るい地域を作ることを目的として、

保健推進員、食生活改善推進員が活動を推進

します。 

第２次市川市食育

推進計画 

母子健康教育事業 

【保健センター健康支援

課】 

乳幼児・学童などの子どもと保護者及び妊婦

を対象に、知識の普及・啓発等を行い、健や

かな成長ができるよう支援します。 

第２次市川市食育

推進計画 

母子訪問事業 

【保健センター健康支援

課】 

新生児及び１～２か月児をはじめ、妊産婦・

乳幼児等の家庭に訪問し妊娠・出産・育児に

対する不安を軽減するとともに疾病の予防・

健康の保持増進を図ります。 

 

健康診査事業 

【保健センター疾病予防

課】 

がんの早期発見のため各種がん検診を実施。

肝炎検診や千葉県後期高齢者医療被保険者及

び４０歳以上の生活保護受給者に対し特定健

康診査に準ずる健康診査を実施します。 

市川市健康増進計

画 

 

個別課題 

１７ 生涯を通じた心身の健康づくり支援 



主要課題５ 
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男女とも、運動を主体とした健康保持が行えるよう、活動場所の提供や情報提供を行います。 

 
 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（62）健康増進施設の充実 

 

（63）医療関係機関との連携強化 

 
 
 
 
～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

新規 

生涯スポーツイベントの

充実 

【スポーツ課】 

現在行われている「体育の日記念行事みんな

でスポーツ」「スポーツレクリエーション祭」

「ウォーキングいちかわ」といったイベント

のＰＲの促進や内容を充実させていくこと

で、参加者の増加を図ります。 

市川市スポーツ振

興基本計画 

 

個別課題 

１８ 心身の健康づくり体制の充実 



主要課題６ 
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※ＤＶ施策の実施に関しては、市川市男女共同参画基本計画第２次ＤＶ防止実施計画にて進行管理を行います。 

 

成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

ＤＶを知ってい

る人の割合 

９１％ 

（e-モニターアン

ケート） 

９５％ ９７％ １００％ 

 
【DV の認知度】 

   DV を「知っている」と回答した割合は９０％を超え、高い認知度となっています。 

 

e-モニター制度による「DV に関するアンケート」結果 
 

●平成２１年度

調査方法 インターネット及び電子メール

調査期間 平成２１年１２月７日～平成２１年１２月１３日

調査実施機関 市川市総務部男女共同参画課

有効回答数 1,６２６人

回答者属性

女性８８４人、男性７４２人

１０代５人(０．３％)、２０代８０人(４．９％)、３０代４８２人(２９．６％)、

４０代４７１人(２９．０％)、５０代２１２人(１３．０％)、６０代２６８人(１６．５％)、

７０代９４人(５．８％)、８０代１４人(０．９％)

●平成２４年度

調査方法 インターネット及び電子メール

調査期間 平成２５年３月６日～平成２５年３月２０日

調査実施機関 市川市総務部男女共同参画課

有効回答数 1,100人

回答者属性

女性５６５人、男性５３４人、不明１人

１０代３人(０．３％)、２０代３９人(３．５％)、３０代２３０人(２０．９％)、

４０代３６３人(３３．０％)、５０代１６４人(１４．９％)、６０代１７７人(１６．１％)、

７０代１１１人(１０．１％)、８０代１２人(１．１％)

≪市川市e-モニター制度によるDVに関するアンケートの回答者属性≫

 

 主要課題 

      
６ 



主要課題６ 
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暴力は、対象の性別を問わず、決して許されるものではありません。どのような暴力でも、犯

罪となる行為を含む重大な人権侵害であり、決して許されるものではないとの認識を広く社会に

徹底することが重要です。暴力を予防し、暴力を許さない社会の実現を目指し、一層の啓発活動

を推進していきます。 

 

 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（64）あらゆる暴力に対する社会的認識の徹底と対策の推進 

 

（65）性の商品化の根絶 

 

（66）暴力に関する調査・研究 

 

 

 
 
～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 ２４．市民等への人権啓発情報の発信 

事 業 概 要 
人権擁護委員の日（6 月 1 日）や人権週間（12 月 4 日～10 日）を中心に、

広報等で啓発活動を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 ― 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ― ― ― 

 

個別課題 

１９ 暴力を許さない社会の基盤づくり 



主要課題６ 

- 54 - 

 
 
 
 

被害者を暴力から救済し、問題の解決や、生活の自立を支援していくためには、被害者が最初

に訪れる相談窓口での適切な対応が大変重要になってきます。相談窓口では被害者の心身の疲労

に配慮するとともに、相談しやすい環境を整備し、全ての相談員が被害者の立場にたって相談に

乗り、適切な情報提供と関係機関と連携し、適切な支援を行います。 

 

 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（67）相談体制の充実 

 

（68）自立支援と更生支援 

 

（69）関係機関の連携とネットワーク体制の確立 

 
 
 
 
～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 ２５．家庭等における暴力対策ネットワーク会議の開催 

事 業 概 要 

ＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の家庭等における様々な暴力に対

応するため、関係機関等で構成されるネットワーク会議を開催し、情報の共

有化を図るとともに、連携を強化します。 

所 管 課 
男女共同参画課、地域福祉支援課、介護保険課、障害者支援課、子育て支援

課 

目 標 家庭等における暴力対策ネットワーク会議の開催回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ２回 ２回 ２回 

 

 

個別課題 

２０ 被害者への相談・支援および加害者への教育・研修、更生支援 



主要課題６ 

- 55 - 

～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

子ども家庭総合支援セン

ター事業 

【子育て支援課】 

子どもと子育て家庭に関する総合窓口とし

て、保健・福祉・教育等に関する基本的な問

い合わせやサービスの紹介等に応じるととも

に、手続きや相談が必要な場合には、関係機

関と連携して適切な支援を実施します。 

市川市次世代育成

支援行動計画 

 

 



主要課題７ 

- 56 - 

 
 
 
 
 
 

成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

市川市は外国人

が安心して暮ら

せるまちだと考

える人の割合 

― 

（e-モニターアン

ケート） 

８０％ ９０％ １００％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 主要課題 

      
７ 



主要課題７ 

- 57 - 

 
 
 
 

日本の男女共同参画社会の形成の促進は、国連の女性の地位向上にかかる活動等国際社会にお

ける様々な取組と連動して進められてきました。今後の男女共同参画社会の形成に関しても、国

際的な連携・協力のもとに推進していきます。 
 
 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（70）国際理解と国際協力 

 

（71）国際交流の推進と民間団体への支援 

 
 
 
 
～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

異文化交流事業 

【国際交流課】 

姉妹都市、友好都市交流はもちろん、在住外

国人と地域住民の理解を深め、双方の歴史や

文化などを紹介するとともに講演会や体験会

を開催し、交流の機会を提供します。 

 

新規 

小学校外国語活動推進事

業（小学校外国語活動指導

員の派遣） 

【指導課】 

小学校へ英語の力を有する外国語活動指導員

の派遣をし、外国語活動の推進を図ります。 

市川市教育振興基

本計画 

新規 

中学生海外派遣事業（派

遣・受入事業） 

【指導課】 

市立中学校の生徒をドイツのパートナーシテ

ィ・ローゼンハイム市へ派遣するとともに、

ドイツからも生徒を受け入れ、国際感覚豊か

な青少年を育成します。 

市川市教育振興基

本計画 

 

個別課題 

２１ 国際的な協調と相互協力の推進 



主要課題７ 

- 58 - 

 

 
 
 

国籍・文化・慣習・宗教などの違いをこえて、在住外国人が男女共同参画を目指した各種活動

に参画でき、相互理解が深められるよう、在住外国人のための生活関連情報の提供や相談体制の

整備を図ります。 
 

 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（72）相互理解のための交流活動の推進 

 

（73）情報提供と相談体制の確立 

 
 
 
 
～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 ２６．相互理解のための啓発・交流事業             新規 

事 業 概 要 

在住外国人と日本人が互いの生活や文化を理解・尊重し、各種活動に参画で

き、安心して暮らしやすい地域社会をつくるため、関係部署・関係機関等と

連携し、多様な生き方を認め合える意識啓発や交流活動を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 在住外国人との交流活動実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― １回 １回 １回 

 
 
 
 
 

個別課題 

２２ 在住外国人と共に目指す男女共同参画社会 



主要課題７ 

- 59 - 

～～～～～～～～～～～～～～  関  連  事  業  ～～～～～～～～～～～～～～ 

 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

外国人相談窓口 

【国際交流課】 

外国人のインフォメーションセンターとし

て、日常生活や市の行政・施設についての情

報提供など各種の相談に応じます。 

 

外国人向けの各種情報提

供の充実 

【国際交流課】 

言葉の壁から情報が伝わりにくい外国人のた

めに、インターネット、電話、情報誌での情

報提供および外国語版の情報誌等を設置する

など生活情報を的確に提供できる機能の充実

を図ります。 

 

通訳・翻訳ボランティアに

よる活動 

【国際交流課】 

在住外国人が誤解や不安を抱くことなく安心

して暮らせるよう、地域における外国語通訳

ボランティアと協力体制の充実を図ります。 

 

 



主要課題８ 

- 60 - 

 
 
 
 
 
 

成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

「市川市男女共

同参画基本計画」

を知っている人

の割合 

３３．３％ 

（e-モニターアン

ケート） 

３８％ ４４％ ５０％ 

 
 

【基本計画の認知度】 

   市川市男女共同参画基本計画を「ある程度内容まで知っている」「見たり聞いたことがあ

る」と回答した割合は、減少しています。 

 
e-モニター制度による「男女共同参画に関するアンケート」結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 主要課題 

      
８ 



主要課題８ 

- 61 - 

 
 
 
 

男女共同参画社会の実現に向けて、市川市男女共同参画基本計画を効果的に推進し、目標を達

成するためには、推進体制の整備・充実を図ることが必要です。そのため、実施計画を作成し、

庁内における推進体制を整備し、計画を具体化していくために、関係部署や関係団体との連携を

図り、積極的に推進していきます。 
 
 
 

 
■ 基本計画における施策 

 

（74）庁内推進体制の充実と組織の強化 

 

（75）市民との連携 

 

（76）国・県・関係機関等との連携 

 
 
 
 
 
 

個別課題 

２３ 推進体制の充実 



主要課題８ 

- 62 - 

～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 ２７．男女共同参画センター登録団体等との共同事業の実施 

事 業 概 要 

地域での男女共同参画を推進するため、男女共同参画センターを利用し、積

極的に男女共同参画を推進する活動を行っている登録団体等と共同事業を

実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 男女共同参画センター登録団体等との共催事業の実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

２回 ５回 ５回 ５回 

 

事 業 名 ２８．男女共同参画に関する情報収集 

事 業 概 要 
千葉県や近隣市等と連携を図りながら、男女共同参画の推進に関し、情報収

集や情報交換を行い、地域における男女共同参画の推進に努めます。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 ― 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ― ― ― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



主要課題８ 

- 63 - 

 
 
 
 

第 5 次実施計画の具体的な事業についての推進状況を把握して評価し、効果的に計画を推進し

ていきます。 

 
 

 

 
■ 基本計画における施策 

 

（77）施策の推進状況の把握 

 

（78）施策の点検と評価の研究 

 
 
 
 
～～～～～～～～～～～～～  進  行  管  理  事  業  ～～～～～～～～～～～～～ 

 

事 業 名 ２９．男女共同参画に関する市民意識調査の実施 

事 業 概 要 
男女共同参画社会の実現を推進するために、男女共同参画に関する市民意識

の変化を把握できる市民意識調査を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 社会全体において、「男女の地位は平等である」と考える人の割合 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１２．５％ 

（e-モニターアン

ケート） 

１４％ １７％ ２０％ 

個別課題 

２４ 計画の進行管理の充実 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
 

 

 

（平成２６年度～平成２８年度） 
 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年３月 

市 川 市 
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１ 実施計画策定の趣旨 

配偶者等からの暴力（以下「DV」という。※１）は、犯罪となる行為をも含む重大な人

権侵害です。 

そして、ＤＶ被害者の多くは女性であり、女性に対する暴力は、個人の尊厳を傷つけると

同時に、男女共同参画社会実現への妨げとなっています。 

こうしたなか、国は、平成 13 年に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律（以下「DV 防止法」という。）」を制定しました。その後、平成 19 年 7 月の改正で、

ＤＶに関する基本計画の策定と市町村の施設において配偶者暴力相談支援センターとして

の機能を果たすことが市町村の努力義務となりました。 

このような状況において、本市では、平成 20 年 8 月に改定した「市川市男女共同参画

基本計画」のなかで対応していたＤＶ対策について、ＤＶの防止と被害者の保護・自立支援

をより一層きめ細かく、総合的かつ計画的に進めるため、平成 23 年 8 月に「市川市 DV

防止基本計画」を策定し、つづいて平成 23 年 10 月には、配偶者暴力相談支援センターの

機能を有したところです。 

このように社会的な制度設計が進んでいますが、メディアなどでＤＶ被害が取り上げられ、

その被害が顕在化するようになっており、ＤＶ被害の相談件数は減少するどころかむしろ増

加傾向にあります。 

そこで、本市では、これからもより一層のＤＶ被害の防止に努め、ＤＶ被害者の立場に立

った切れ目のない支援を行うため、平成 25 年度を最終年とする第１次実施計画となる「市

川市ＤＶ防止基本計画」を見直し、新たに「第 2 次 DV 防止実施計画」をここに策定する

ものです。 

 

                 

 

※ １  Ｄ Ｖ の 定 義  
本 計 画 に お い て 「 DV」 と は 、 配 偶 者 （ 婚 姻 の 届 出 を し て い な い 事 実 上 婚 姻 関 係

と 同 様 の 事 情 に あ る 者 を 含 む ）又 は 元 配 偶 者（ 事 実 上 離 婚 し た と 同 様 の 事 情 に 入 る

こ と を 含 む ） に よ る 身 体 的 暴 力 、 精 神 的 暴 力 、 経 済 的 暴 力 、 性 的 暴 力 を 言 い ま す 。   

ま た 、配 偶 者 以 外 の 恋 人 な ど の 親 密 な 間 柄 に あ る パ ー ト ナ ー か ら の 暴 力 を 含 む も

の と し ま す 。  

 

※  Ｄ Ｖ が お こ る 背 景  

な ぜ 、Ｄ Ｖ は お こ り 、被 害 者 の 多 く は 女 性 な の で し ょ う か 。こ の 背 景 に は 、固 定

的 役 割 分 担 意 識 や そ れ に 伴 っ て で き た 男 女 の 社 会 的 地 位 、経 済 力 の 格 差 、暴 力 容 認

な ど の 社 会 的 構 造 に 問 題 が あ る と 指 摘 さ れ て い ま す 。 多 く の 場 合 、 夫 (パ ー ト ナ ー )

は 、 支 配 の た め の 手 段 、 あ る い は 、 服 従 し な い こ と の 罰 と し て 暴 力 を 振 る い ま す 。

そ し て「 従 わ な い 方 が 悪 い 」と 被 害 女 性 を 責 め ま す 。こ の 根 底 に は「 男 性 は リ ー ド

し 、女 性 は 従 う も の 」と い う 固 定 的 役 割 分 担 意 識 と 暴 力 を 容 認 す る 考 え が あ る か ら

で す 。  

第 1 章  第２次ＤＶ防止実施計画の策定にあたって 
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２ 実施計画の位置づけ 

本計画は、市川市男女共同参画社会基本条例第 8 条の規定に基づき策定された「市川市

男女共同参画基本計画」の主要課題６「人権を侵害する暴力の根絶」を実現するための一部

分として位置づけます。 

また、本計画は、ＤＶ防止法第 2 条の 3 第 3 項に規定する「市町村における配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（市町村基本計

画）」に相当するものでもあり、本市ＤＶ施策の実施に関する基本的な計画となるものです。 

 

 

 イメージ図 
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第 3 次男女共同参画基本

計画 

配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護のための施策に関

する基本的な方針 

千葉県ＤＶ防止・被害者

支援基本計画（第 3 次） 

第 3 次千葉県男女

共同参画計画 

市川市総合計画（I&I プラン） 

市川市男女共同参画基本計画 

国 

千葉県 

市川市 

 

第 2 次 DV 防止実施計画 
 

第 5 次実施計画 

男女共同参画社会基本法 

市川市男女共同参画社会基本条例 

ＤＶ防止法 
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３ 実施計画の期間  

   本計画の期間は、平成 26（2014）年度から平成 28（2016）年度までの 3 年間とし

ます。 

なお、本計画は、取組状況や社会情勢の変化、ＤＶ防止法の改正、国の基本的方針の見

直しなどにより新たに計画に盛り込むべき事項が生じた場合には、必要に応じて見直すこ

ととします。 

 

平成20～22年度 

(2008～2010) 

23～25 

(2011～2013) 

26～28 

(2014～2016) 

29 

(2017) 

 37 

(2025) 

       

 

 

 

     

            

 

 

４ 実施計画の基本理念 

本計画の基本理念を「ＤＶの根絶」とします。 

 

 

５ 実施計画の基本目標 

本計画の基本理念を実現するため、4 つの基本目標と目標達成に向けた取組の方向を定め、

事業を展開していきます。 

基本目標Ⅰ ＤＶを許さない社会づくり 

基本目標Ⅱ 安全で安心できる相談体制の充実 

基本目標Ⅲ 実効性のある自立支援の充実 

基本目標Ⅳ ＤＶ根絶の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 次実施計画 第 3 次実施計画 第 4 次実施計画 

市 川 市 男 女 共 同 参 画 基 本 計 画 

 

第2次DV防止

実施計画 

市川市ＤＶ防止

基本計画 

(第１次実施計画) 
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６ 実施計画の体系図 

 
　

　

 

Ｄ
　
　
Ｖ
　
　
の
　
　
根
　
　
絶

　

ＤＶを許さない社会づくり

　

基本目標基本理念

　

安全で安心できる
相談体制の充実

 

　

　
 

実効性のある自立
支援の充実

　
　

　

DV根絶の推進体制
 

基本目標　Ⅰ

基本目標　Ⅱ

基本目標　Ⅲ

基本目標　Ⅳ
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  ５　被害者の安全確保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｐ．２９

   ６　職務関係者の資質向上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．３１

   ８　子どもに関する支援
                                              Ｐ．３５

     ９　関係機関・関係部署との連携
                                             Ｐ．３８

　
 

    １　ＤＶ防止の啓発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．２０
　

取組の方向 　事　　　　業

 
　４　相談業務の充実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｐ．２６

 
　 ７　被害者の生活再建支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｐ．３３

 

　２　ＤＶ予防教育の推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．２２

 
　３　ＤＶ被害者の発見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．２３

    　  １．  相談窓口の広報活動の充実
  ２． 外国人に対する相談窓口の周知
  ３． ＤＶ根絶強化月間の実施

  ４． 人権擁護委員との協働
  ５． 若者を対象としたデートＤＶ予防啓発事業の実施
  ６． 学校職員に対する啓発

  ７． 関係部署との連携によるＤＶ被害者の早期発見
  ８． 早期発見のための情報提供
  ９． 通報への的確な対応

 ２１．  DV相談担当職員のスキルアップ
 ２２．  ケース検討会議の実施

 　　　　３１．  家庭等における暴力対策ネットワーク会議の実施
 ３２．  ＤＶ防止ネットワーク実務者会議の実施
 ３３．  ＤＶ防止ネットワーク個別ケース検討会議の実施

 ２７．  子どもの心のケア・発達支援のための関係部署・
　　　   関係機関との連携
 ２８．  就学における支援と配慮
 ２９．  保育園入園における支援と配慮
 ３０．  保育園や幼稚園に従事する職員に対する啓発

 ２３．  住民基本台帳の閲覧制限、児童手当の受給者変更、
　　　　 保険の離脱・加入等のための公的なＤＶ証明書の発行
 ２４．  住宅確保に向けた支援
 ２５．  就労に向けた支援
 ２６．  施設等退所後の継続的支援

　　　　 １０． 支援計画書作成による情報の共有化
 １１．  保護命令申し立てに関する助言・支援
 １２．  女性弁護士による無料法律相談の実施
 １３．  外国人への相談の配慮
 １４．　高齢者・障害者への相談の配慮
 １５．  一時保護施設入所者への訪問面接
 １６．  重篤度の高い被害者への同行支援
 １７．  被害者の個人情報の適切な管理

 １８．  警察との連携強化
 １９．  緊急一時保護の実施
 ２０．　一時保護者、同伴者への同行支援

重点

重点

重点
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１ 全国のＤＶ状況  

 

○ 警察における配偶者間の暴力相談は増加、被害者の多くは女性 

     

「警察における暴力相談等の対応件数」は、平成２４年が４３,９５０件で、ここ数

年毎年増加しています。 

また、平成２４年に検挙した配偶者間（内縁を含む）の暴行、傷害、殺人等の総数は

４,４５７件で、そのうち９３.1％にあたる４,１４９件は女性が被害者となっており、

特に傷害は２,０６０件と急増し、暴行も 1,９９６件と増加しています。 

 

● 警察における暴力相談等の対応件数           （警察庁調べ） 

     

25,210

33,852 34,329

28,158

43,950

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

件数

 

● 配偶者間（内縁を含む）における犯罪（殺人、傷害、暴行）の被害者 

（検挙件数の割合）平成２4 年               （警察庁調べ） 

     

94.1%(1,996件)

94.4%(2,060件)

60.8%(93件)

93.1%(4,149件)

39.2%(60件)

5.9%
(125件)

5.6%
(123件)

6.9%
(308件)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数（4,457件）

殺人（153件）

傷害（2,183件）

暴行（2,121件）

女性

男性

 

第 2 章  ＤＶの現状  
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  ○ 配偶者暴力相談支援センターの相談も増加、９９％が女性 

 

平成２５年７月現在、配偶者暴力相談支援センターは、全国に２２３ヵ所設置され

ています。ＤＶ相談件数は平成２０年度では６8，１９６件、平成２４年度は８９，

４９0 件となっており、４年間で約１.３倍に増加しています。 

平成２４年度の相談形態は、電話相談が６７．8％、来所相談が２８．2％となって

おり、相談者は毎年約９９％が女性となっています。  

 

●配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数の推移  （内閣府調べ） 

     

19,131 20,941 21,821 22,640

47,107
49,849

53,134
57,236

60,686

25,250

1,958
2,002

2,379
2,223

3,554

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

件数
その他

電話

来所

 
 

●配偶者暴力相談支援センター相談の男女別内訳     （内閣府調べ） 

     

99.2%(67,660件)

99.8%(72,086件)

99.1%(76,613件)

98.8%(81,075件)

98.8%(88,425件)

0.8%
(536件)

1.0%
(706件)

0.9%
(721件)

1.2%
(1,024件)

1.2%
(1,065件)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20年度

21年度

22年度

23年度

24年度

女性

男性

 

    

 

 

（68,196 件）  (72,792 件)  (77,334 件)  (82,099 件) (89,490 件)  
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２ 本市のＤＶ相談状況 

     

  ○ 相談件数は増加傾向 

     

本市のＤＶに関する相談は、警察での緊急的な相談を別とすると、市川健康福祉センタ

ー（市川保健所）と市役所に相談窓口があります。 

 平成２４年度の相談件数は１，４１４件であり、その内訳は市川健康福祉センター（市

川保健所）が１８７件で１３．２％、市が１，２２７件で８６．8％となっています。ま

た、平成２０年度と平成２４年度の相談件数を比較してみると、約１.９３倍に倍増してい

ます。 

次に、平成２４年度の相談形態については、来所相談が４１８件で２９．6％、電話相

談は９９６件で７０．4％、これは全国の配偶者暴力相談支援センターの相談の割合とほ

ぼ同様となっています。 

 

● 市川市のＤＶ相談件数              （男女共同参画課調べ） 

        

336 298 357
566

239
286

241

198

187

1,200

159

61

82

27

66

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

件数

市川健康福祉センター

子育て支援課

男女共同参画課

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(734 件) （650 件）(680 件)  (825 件)  (1,414 件) 

◆ 市川健康福祉センターの件数は、ＤＶ相談件数のうち市川に住所がある者、又は居住してい

る者です。なお、市川健康福祉センター管内(市川市・浦安市)の平成２４年度件数は、２９９

件(来所:５７件、電話:２４２件)です。 
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● 来所による相談                 （男女共同参画課調べ） 

    

158
127 133

189

37472

47 41

24

13

31

41

50 40
39

0
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450

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

件数
市川健康福祉センター

子育て支援課

男女共同参画課

 

   ● 電話による相談                （男女共同参画課調べ） 

    

178 171 224
377

826
198

236
201

159

156

87

37

41

14

19

0

200

400
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800
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20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

件数
市川健康福祉センター

子育て支援課

男女共同参画課

 

 

3 配偶者暴力相談支援センター 

本市は、平成 23 年 10 月に配偶者暴力相談支援センターを開設しました。本市の配偶者

暴力相談支援センターは、ＤＶ防止法で定められている機能のうち、 

①相談又は相談機関の紹介 

②被害者及び同伴者の緊急時における安全の確保及び一時保護 

③被害者及び自立生活促進のための情報提供その他の援助 

④保護命令制度の利用についての情報提供その他の援助 

⑤被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供その他の援助 

の 5 つの機能を有しています。 

女性相談員がＤＶ被害者からの相談をはじめ、緊急避難支援や緊急一時保護、保護命令申

し立てにおける支援等、継続的にきめ細かく支援しています。

(463 件)  (426 件)  (466 件)   (573 件)   (996 件) 

 

 

(271 件)  （224 件） (214 件)   (252 件)  (418 件) 
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４ 被害者支援フロー図 

被害者の相談
より

基本情報収集

状況確認分析
支 援
計 画
作 成

基本目標Ⅰ
ＤＶを許さない社会づくり

被害者を迅速に
相談窓口へ繋ぐ ４段階で

緊急度を把握

１．チラシ、ＰＲカードを庁内関係
　　窓口や女子トイレに配布
２．デートＤＶリーフレットを市内
　　高等学校に配布
３．「行政窓口連携マニュアル」
　　説明会の実施
４．民生委員への説明会の実施
５．学校、保育園、幼稚園へのＤＶ
　　防止の研修
６．ＤＶ防止関連講座の実施

《緊急度アセスメント》

１．緊急度ＡＡ
　⇒ 緊急一時保護
２．緊急度Ａ
　⇒ 数日以内に
　　　　　　一時保護
３．緊急度Ｂ
　⇒ 別居に向けて
　　　中長期的支援
４．緊急度Ｃ
　⇒ 同居しながら
　　　多角的支援

●警察●児童相談所

●子育て支援課

●福祉事務所

●学校●保育園

●病院等

ＤＶでない
相 談

相談窓口の充実

質の高い女性相談
員及び支援セン
ター職員

１．住基での確認

２．その他の関係

　　部署・関係機関

　　からの情報

ＤＶである
所属長決定

基本目標Ⅱ
　安全で安心できる相談体制の充実

相
談
窓
口

庁内関係部署 民生委員

市 民学校、保育園

幼稚園

医療関係者警  察 迅速な審査

緊急性の見極め

親族・知人

ＤＶ判定会議

●同行支援　●生活保護

●住居確保支援

●学校転校支援

●保育園入所支援

●保険関係支援

●避難先引継ぎ

●生活保護　●学校転校支援

●DV証明書の発行

●法律相談、保護命令申立

B　別居をする

●法律相談

●継続的支援

●就労支援

C 継続的支援・生活支援

　   市川市に避難してきた

　　人への支援

支援の主な

４つのパターン

●同行支援　●生活保護

●住居確保支援

●学校転校支援

●保育園入所支援

●保険関係支援

●避難先引継ぎ

DV防止ネットワーク

個別ケース検討会議

支 援
決 定

支 援
計 画審 査相 談

相 談
窓 口

関係機関
関係部署

本 人

通 報

１．住基での確認
●氏名●生年月日●住所

●家族構成●国籍等

●国保加入●年金加入

●児童手当情報

●児童扶養手当情報等

２．関係機関・関係部署

      からの情報収集・連携

 

A  　一時保護

AA 　緊急一時保護
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共通認識に
基づいた

相 互 連 携

基本目標Ⅲ
実効性のある自立支援の充実

基本目標Ⅳ
ＤＶ根絶の推進体制

ＤＶ対応

行政支援

生活支援

子供へ
の支援

司法支援

◎支援効果が
でなかった理由
を分析

◎今後の支援
方針の再検討

◎支援計画の
　ローリング

支援計画に基づく
効果の検証

実

行

具体的
支援の実行

新たな状況下での
再支援の策定

実行
効 果
検 証

支援計画
修 正

報 告
情報共有

※　自立達成するまで繰り返す

連
携

被
害
者
の
自
立
及
び
新
生
活
の
再
構
築

【家庭等における暴力対策ネットワーク会議】 【DV防止ネットワーク実務者会議】

・警察
・弁護士会
・法務局
・千葉県女性サポートセンター
・児童相談所
・学校、教育委員会
・人権擁護委員
・健康福祉センター
・医療機関
・社会福祉協議会 等

・警察
・千葉県女性サポートセンター
・市川児童相談所
・市川健康福祉センター
・福祉事務所
・子育て支援課
・保育課
・地域福祉支援課
・障害者支援課
・健康支援課
・義務教育課 等

連
 

携
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１ 基本目標ごとの達成状況 

   平成 23 年 8 月に策定した「市川市 DV 防止基本計画（第１次実施計画）」は、平成 23

年度～平成 25 年度を計画期間としています。当該計画について、評価・検証等が終了して

いる平成 23 年度、平成 24 年度の 2 年間についての基本目標ごとの進捗状況は以下のと

おりです。 

 

基本目標 

事

業

数 

平成 23 年度 

達成度 

平成 24 年度 

達成度 

順位 ％ 順位 ％ 

Ⅰ DV を許さない社会づくり 6 ２ ６６．７ ３ ９３．３ 

Ⅱ 相談体制の充実 15 １ ７１．４ ３ ９３．３ 

Ⅲ 被害者支援の充実と加害者教育 7 ２ ６６．７ ２ ９４．３ 

Ⅳ 推進体制の充実 4 ４ ５０．０ １ １００．０ 

合計 32 平均 ６３．７ 平均  ９５．２ 

 

基本目標Ⅰ 

成果 ＤＶ根絶を目的とする啓発活動として、ＤＶ防止講座の実施やデートＤＶパンフレッ

トの配布や広報による啓発を行った。 

課題 ＤＶ防止に関し、正しい知識を身につけることができるよう、市民団体等と協力し、

講座を実施するなどの啓発を行っていく。 

  

基本目標Ⅱ 

成果 相談窓口に関するチラシやカードを作成し、周知した。また、外国人に対しても、相

談窓口の PR カードを 5 ヶ国語で作成し、関係部署の窓口に設置し啓発を図った。 

課題 相談件数は増加しているものの、配偶者暴力相談支援センターの認知度はまだ低いこ

と、また、女性弁護士による法律相談の利用が少ないことからさらなる啓発に努めて

いく。 

 

基本目標Ⅲ 

成果 相談件数の増加に伴い、緊急性の高いケースや重篤なケースも多くなったことから、

学校、保育園、幼稚園や児童相談所との協議など、他の機関と連携しながら、被害者

支援を行った。 

課題 ＤＶ被害者の生活再建に向けて、切れ目のない相談を継続し、自立に必要な支援を進

めていく。 

 

基本目標Ⅳ 

成果 平成 25 年度にＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の４つのネットワーク会議

を一本化した「市川市家庭等における暴力対策ネットワーク会議」を設置した。 

課題 今後は「市川市家庭等における暴力対策ネットワーク会議」における、関係機関の情

報の共有化と連携を強化し、より密接な協力体制を整えていく。 

第 3 章  市川市 DV 防止基本計画の成果と課題 

 



 

- 13 - 

 

 

２ 意識調査からみた課題 

  （１）DV の認知度  

平成 24 年度に実施したｅ-モニター制度※2 での DV に関する意識調査結果では、「DV」

を知っているとする回答は 90％を超え、多くの方が「DV」という言葉を聞いたことがある

という結果がでています。 

 

                                             (ｅ-モニター 平成２１年度・平成 24 年度) 

91.0

93.7

5.7

7.8

0.6

1.2

知っている

言葉を聞いたことがある

知らない

 

 

● ＤＶの種類と認知度 

DV の種類についての質問では、「DV を知っている」方のうち、殴る、蹴るなどの「身体

的暴力」については、99.6％の方がＤＶと理解していますが、その他の暴力については、   

「性的暴力」は 77.6％、「精神的暴力」は 74.5％、「経済的暴力」については 58％に     

とどまっており、DV の種類によっては、まだ DV と捉えられていないという結果でした。 

 

       

58.0

74.5

77.6

99.6

 

                       ｅ-モニター制度による「DV に関するアンケート」結果 

 

身体的暴力 

 

性的暴力 

 

精神的暴力 

 

経済的暴力 

平成 24 年度調査 

平成 21 年度調査 

 

 

 

 

平成 24 年度調査 

％ 

％ 
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 （２）DV 被害の状況 

● 殴る、蹴るなどの身体的暴力 

本市のＤＶ被害で身体的暴力の状況について、平成２３年度の内閣府が実施した調査結果と

比較してみると、身体的暴力について被害を受けた女性は、本市が 20.6％、全国は２5.９％

であり、被害を受けた男性は、本市が 6.８％、全国は１3.３％という状況であり、男女とも

全国の調査より本市は少なくなっています。 

（内閣府調査 平成 23 年度・ｅ-モニター 平成 2４年度） 

      

6.2

11.7

14.2

19.7

93.3

84.5

79.5

72.2

0.0

1.9

6.4

1.6

4.9

1.9

2.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市・男性

国・男性

市・女性

国・女性

何度もあった

１，２度あった

まったく無い

無回答

 

 

● 命の危険を感じた経験 

  さらに、市川市の DV 被害を受けた方のうち「命の危険を感じた」女性が 33.9％であり、

全国の「命の危険を感じた」女性 13.4％に比べ多くなっています。 

              （内閣府調査 平成 2３年度・ｅ-モニター 平成 2４年度） 

    

13.4

76.3

66.1

75.1

0.0

15.1

0.0

11.5

8.7

33.9

20.4

79.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市・男性

国・男性

市・女性

国・女性

感じた

感じなかった

無回答
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 （３）相談先の状況 

また、ＤＶ被害を受けた場合の相談先としては「親族や友人」が男性 10.0％・女性 36.8％、

「警察」が男性 0％・女性８.３％と低く、「誰にも相談しない」が男性 85.0％・女性 39.6％

と多くの方が誰にも相談していないことがわかりました。加えて「配偶者暴力相談支援センタ

ー」を知らない方が 73.5％、「ＤＶ専門相談及び女性弁護士による法律相談」を知らない方

が 85.7％と、DV について、どこに相談していいのかわからない方が多いという結果がでま

した。 

(ｅ-モニター 平成 24 年度) 

    

10.0

0.0

0.0

0.0

85.0

5.0

36.8

8.3

5.6

2.1

39.6

7.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

親族や友人

警察の相談窓口

市役所の相談窓口

県の相談窓口

誰にも相談しなかった

その他

男性

女性

 

 

【DV 防止の重点施策】 

      今後、ＤＶ防止の施策の中で、特に力を入れてほしい施策は下記の順となっています。                   
(ｅ-モニター 平成 24 年度) 

39.5

65.1

31.9

14.3

1.9

9.8

0 10 20 30 40 50 60 70

基本目標　Ⅰ

基本目標　Ⅱ

基本目標　Ⅲ

基本目標　Ⅳ

その他

分からない

 
           ｅ-モニター制度による「DV に関するアンケート」結果 

 

％ 

％ 
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※2 ｅ-モニター制度 

   市川市が運営する登録制のアンケート制度です。モニターとして登録している方に、パソコンや携帯電話への電子メールを

利用し、アンケート調査などを行い、市政の参考とするものです。 

 

≪市川市 e-モニター制度による DV に関するアンケートの回答者属性≫ 

●平成２１年度   

調査方法 インターネット及び電子メール 

調査期間 平成２１年１２月７日～平成２１年１２月１３日 

調査実施機関 市川市総務部男女共同参画課 

有効回答数 1,６２６人 

回答者属性 

女性８８４人、男性７４２人 

１０代５人(０．３％)、２０代８０人(４．９％)、３０代４８２人(２９．６％)、 

４０代４７１人(２９．０％)、５０代２１２人(１３．０％)、６０代２６８人(１６．５％)、 

７０代９４人(５．８％)、８０代１４人(０．９％) 

  

●平成２４年度  

調査方法 インターネット及び電子メール 

調査期間 平成２５年３月６日～平成２５年３月２０日 

調査実施機関 市川市総務部男女共同参画課 

有効回答数 1,100 人 

回答者属性 

女性５６５人、男性５３４人、不明１人 

１０代３人(０．３％)、２０代３９人(３．５％)、３０代２３０人(２０．９％)、 

４０代３６３人(３３．０％)、５０代１６４人(１４．９％)、６０代１７７人(１６．１％)、 

７０代１１１人(１０．１％)、８０代１２人(１．１％) 

 

※ 調査の数値は、四捨五入の関係で、合計が 100%にならないことがあります。
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第２次ＤＶ防止実施計画は以下のような考え方に立って策定しています。 

① 実効性のある計画とするため、できる限り適切な数値目標や期間を設定するとともに、

その達成状況について進行管理を行います。目標設定が適さない事業については、実績

値の報告を行います。 

② 市民の視点での評価として、基本目標ごとに成果指標（アウトカム指標）を設定しまし

た。 

 

１ 重点事業選定の考え方 

 本市のＤＶに関する相談件数は急激に増加をしており、それに伴い緊急性の高いケースや重篤

なケースも増えていることから、相談体制のさらなる充実と一層きめ細やかな幅の広い被害者の

保護や自立に向けた支援が必要です。このことから、個々のケースに合わせたきめ細やかな支援

計画を作成し、支援体制の強化に取り組みます。 

 

 一方、ＤＶの理解度や相談窓口の認知度がまだ低いことから、一層のＤＶ理解への啓発と相談

窓口の周知など、広報活動に取り組みます。 

 

 また、ＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の家庭等における暴力に対応するために、こ

の４つの暴力対策のネットワーク会議を一本化した「市川市家庭等における暴力対策ネットワー

ク会議」を設置しました。このことにより、各関係機関との連携、協力、情報交換を強化し、被

害者の支援に関る環境の整備を図り、暴力対策の取り組みの実効性を一層高めていきます。 

 

 これらの事業を重点として、ＤＶ防止及び被害者支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 章  第 2 次 DV 防止実施計画の考え方 
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１ 実施計画事業の選定にあたって 

本計画の事業の選定にあたっては、「市川市 DV 防止基本計画(第１次実施計画)」の成果と

課題を踏まえ、事業を整理するとともに、新たな事業を加え、実効性のある計画事業としまし

た。 

また、計画事業には、それぞれ事業ごとに目標数値を設定し、進行管理をしていきます。 

 

                         

 

 

 

 

                    ＋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 進行管理事業 

  本計画において進行管理をしていく事業です。この事業は、原則として目標及び目標値を

設定して、実施状況を把握、管理し、その進捗を評価、検証します。一部、目標を設定する

ことが事業の目的に適さない場合については、目標を設定していません。 

 

3 進行管理について 

  本計画に位置づけられている進行管理事業については、毎年度、評価、検証を行い、その

結果を市川市男女共同参画推進審議会に報告するとともに、市民に公表します。また、必要

に応じて、本計画のローリングを行います。 

 

４ 評価について 

 本計画の評価は目標数値と実績からの評価とし、事業報告書を作成します。事業報告書で

は、３年間の目標値、実績、取組状況、今後の課題等を記載します。 

  進行管理事業の評価については、４段階評価を行います。 

□ 十分達成できた □概ね達成できた □やや不十分だった □不十分だった 

 

 

第５章  実施計画事業 

 

市川市DV

防止基本

計画(第１次

実施計画) 

32 事業 

第 2 次 

DV防止実

施計画 

 

25 事業 

 

整理した事業 

廃止した事業－7 事業 

新たに掲載した事業 

      8 事業 

   計  8 事業 

第 2 次ＤＶ防止実施計画 33 事業 

進行管理事業 33 事業 
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ＤＶのない社会を実現するためには、市民一人ひとりが、ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大

な人権侵害であること、そして暴力は絶対に許されるものではないことを、よく理解し正しい知

識を持つことが重要であり、ＤＶを未然に防止することが第一歩です。そこで、本計画では、Ｄ

Ｖを許さない社会づくりを目指すため、「ＤＶ防止の啓発」、「ＤＶ予防教育の推進」、「DV

被害者の発見」の３つを取組の方向として定め、事業を展開していきます。 

 

 

成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

ＤＶを知っている人

の割合 

９１％ 

（e-モニターアン

ケート） 

 

９５％ 

 

 

９７％ 

 

１００％ 

             

  

【ＤＶの認知度】 

あなたは、「ＤＶ」をご存知ですか。 

   

91.0

7.8

1.2

知っている

言葉を聞いたことがある

知らない

 

ｅ-モニター制度による「DV に関するアンケート」結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年度調査 

％ 

基本目標 

Ⅰ
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「ＤＶ」と聞いて、何をイメージしますか？ 

メディアなどで報道されているような、殴る、蹴るの「暴行」や包丁で刺すといった「傷害」

などの「身体的暴力」を想像する方が多いと思います。しかし、ＤＶはそれら「身体的暴力」だ

けではありません。「性的暴力」や「精神的暴力」、「経済的暴力」など、さまざまな「暴力」

を含んでいるのです。 

ほかに、自身が受けている行為がＤＶであるにもかかわらず、ＤＶと認識できないでいる DV

被害者もいます。 

そこで、ＤＶを許さない社会づくりの目標達成に向けた一つとして、ＤＶについての正しい知

識と理解を得るための情報提供と啓発活動を実施していきます。 

 

       

58.0

74.5

77.6

99.6

 

ｅ-モニター制度による「DV に関するアンケート」結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組の方向 １ ＤＶ防止の啓発 

平成 24 年度調査 

身体的暴力 

 

性的暴力 

 

精神的暴力 

 

経済的暴力 

％ 
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事 業 名 １．相談窓口の広報活動の充実                重点 

事 業 概 要 
ＤＶ相談窓口の案内チラシ・カード等を市の窓口等に配布するとともに市

公式Ｗｅｂサイトでの周知を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 配布箇所数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

３5 箇所 45 箇所 45 箇所 45 箇所 

事 業 名 ２．外国人に対する相談窓口の周知 

事 業 概 要 

英語・中国語・韓国語・タガログ語・スペイン語のＤＶ相談窓口案内チラ

シ・カードを市役所の行政窓口等に置き、外国人のＤＶ被害者に周知を行

います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 配布箇所数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

35 箇所 35 箇所 35 箇所 35 箇所 

事 業 名 ３．ＤＶ根絶強化月間の実施                 新規 

事 業 概 要 

ＤＶ根絶強化月間である１１月に男女共同参画センターの使用団体へＤＶ

に関するチラシ・カードを配布し啓発に努め、使用団体とともに啓発活動

を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 ＤＶに関するアンケートの回収数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

―  50 件 100 件 150 件 
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ＤＶを許さない社会づくりを目指すにあたり、将来を見据え、「人権を尊重し暴力は絶対に許

さない」という意識を、子どものうちから根づかせることがとても重要です。 

そこで、人権擁護委員と連携した子どもたちへの教育事業などを実施していきます。 

また、恋人等からの暴力（デートＤＶ）については、中学生・高校生・大学生といった若者が

遭遇するケースが多いことから、本市では高校生を中心とした予防教育の啓発を行うと共に児童、

生徒を指導する立場にある小・中学校の教職員に対し、ＤＶの正しい理解や対応についての啓発

を図り推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

事 業 名 ４．人権擁護委員との協働 

事 業 概 要 
人権擁護委員との協働による小学生を対象とした人権教室や中学生を対

象とした人権講演会を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 実施校数 

目 標 数 値 

現 状（平成24年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

3２校 3５校 3８校 ４１校 

事 業 名 ５．若者を対象としたデートＤＶ予防啓発事業の実施 

事 業 概 要 
若者を対象としたデートＤＶ予防啓発リーフレットを市内高等学校を中心

に配布し、生徒・教員・保護者などへの啓発を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 配布校数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

3 校 5 校 5 校 5 校 

取組の方向 ２ ＤＶ予防教育の推進 
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ＤＶは、外部から発見しづらい家庭内で起こることから潜在化しやすく、その行為がエスカレ

ートし、被害が深刻化する特性があります。 

重大な被害になる前に、被害を発見する可能性が高い、市役所の窓口や学校、保育園、幼稚園

など各機関に対して啓発していきます。 

それらの対策の効果として、DV の早期発見と適切な相談窓口への誘導が可能になると考えて

います。 

 

 

事 業 名 ６．学校職員に対する啓発                 新規 

事 業 概 要 

小中学校において保健指導を行う養護教諭や相談業務を行うライフカウン

セラーに対しデートＤＶや暴力に対する正しい理解や相談窓口の周知を図

るため関係部署と連携し研修会を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課、指導課、保健体育課 

目 標 研修実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― 2 回 2 回 2 回 

事 業 名 ７．関係部署との連携によるＤＶ被害者の早期発見 

事 業 概 要 

市役所の様々な行政窓口でＤＶ被害者を発見し、速やかにＤＶ相談窓口に案

内できるよう、窓口専用のＤＶ相談窓口連携マニュアルを活用できるよう関

係部署の異動職員を対象とした説明会を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 ＤＶ相談窓口連携マニュアル説明会の実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

4 回 1 回 1 回 1 回 

取組の方向 ３ ＤＶ被害者の発見 
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事 業 名 ８．早期発見のための情報提供 

事 業 概 要 
学校、幼稚園、保育園関係者へＤＶに関するリーフレットを作成しＤＶ相談

窓口に案内できるよう啓発を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 研修会実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成24年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成 1 回 1 回 

事 業 名 ９．通報への的確な対応                   新規 

事 業 概 要 

通報は、一般からと医療関係者からに分けられ、前者は通報者に対し加害者

に知られないよう被害者へ配偶者暴力相談支援センター又は警察に相談す

るよう協力を求めます。後者に関しては、ＤＶ被害者の状況確認を行うとと

もに入院等をしている重篤な被害者には、職員または女性相談員が当該医療

機関に出向き被害者の相談に応じます。暴力の抑止等の緊急の対応が必要な

場合は警察が対応するため連携しＤＶ被害者の安全確保を行います。医療関

係者は原則として被害者の通報の同意が確認できた場合のみ通報を行いま

す。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 医療関係や市民からの通報件数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１４件 ― ― ― 
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ｅ-モニターアンケートの結果では、この分野に今後力を入れてほしいという市民の意見が多

いことがわかりました。 

安全で安心できる相談体制を確立するため、「相談業務の充実」、「被害者の安全確保」、「職

務関係者の資質向上」の３つを取組の方向として事業を展開していきます。 

 

成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

配偶者暴力相談支援

センターを知ってい

る人の割合 

２６．５％ 

（e-モニターアン

ケート） 

３０％ ４０％ ５０％ 

 

 

【配偶者暴力相談支援センターの周知】 

市川市では配偶者暴力相談支援センターを開設し、ＤＶ防止に向け相談機能を強化しています。

「配偶者暴力相談支援センター」をご存知ですか。 

       

73.5

3.8 22.7 ある程度まで知っている

見たり聞いたことがある

見たことも聞いたこともない

 
           ｅ-モニター制度による「DV に関するアンケート」結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年度調査 

％ 

基本目標 

Ⅱ 
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安全で安心できる相談体制のひとつとして、本市では、平成 23 年 10 月に配偶者暴力相談支

援センターを開設しました。本市配偶者暴力相談支援センターでは、ＤＶ被害者からの相談を受

け、情報提供を行い、手続きに必要な証明書を発行し、自立までのきめ細かな切れ目のない支援

を行います。 

 

 

事 業 名 １０．支援計画書作成による情報の共有化        重点 新規 

事 業 概 要 
個々のケースの（安全確保を踏まえ）きめ細かな支援計画書を作成し、職

員・女性相談員が情報や対応を共有し、支援体制を強化します。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 支援計画書作成数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ― ― ― 

 

 

 

事 業 名 １１．保護命令申し立てに関する助言・支援 

事 業 概 要 

裁判所に接見禁止などの安全確保に関する保護命令を申立てるにあたり、

申立て方法や記載方法についての助言や支援を行うとともに、裁判所から

の求めに応じ、書面を作成し安全確保に努めます。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 裁判所への書面の提出件数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１件 ― ― ― 

 

 

取組の方向 ４ 相談業務の充実 

配偶者暴力相談支援センター機能 
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事 業 名 １２．女性弁護士による無料法律相談の実施 

事 業 概 要 
離婚や調停など法的支援についての助言が必要な場合には、女性弁護士が

無料法律相談を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 相談件数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

131 件 150 件 160 件 170 件 

事 業 名 １３．外国人への相談の配慮 

事 業 概 要 
言葉の壁や様々な生活問題を抱える外国人に対し相談を実施するととも

に通訳者の派遣を依頼し、外国人に配慮した相談体制を整えます。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 外国人の相談件数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１０１件 ― ― ― 

事 業 名 １４．高齢者・障害者への相談の配慮 

事 業 概 要 
高齢者および身体・知的・精神など障害のある被害者に配慮した相談を行

い、関係部署と連携し迅速な対応を図ります。 

所 管 課 地域福祉支援課、障害者支援課 

報 告 ６５歳以上の高齢者及び障害者の相談件数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ― ― ― 
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事 業 名 １５．一時保護施設入所者への訪問面接 

事 業 概 要 

市川市居住のＤＶ被害者が夜間や休日に警察経由で婦人相談所に緊急一時

保護された場合又は他の一時保護施設へ入所した場合、それらの入所者に

職員又は女性相談員が訪問面接を実施し被害者の心情整理や自立に向けた

支援を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 一時保護者への訪問面接を実施する割合 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

100％ 100％ 100％ 100％ 

事 業 名 １６．重篤度の高い被害者への同行支援 

事 業 概 要 

ＤＶの影響で精神的に疲弊している被害者や、精神に障がいのある被害者

に対応し、自立のための各種手続等を職員又は女性相談員が関係部署へ同

行支援を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 同行支援を行ったケース数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１２件 ― ― ― 

事 業 名 １７．被害者の個人情報の適切な管理             新規 

事 業 概 要 
「市川市個人情報保護条例」に基づき、ＤＶ被害者の個人情報の適切な管

理を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 ― 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― ― ― ― 
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被害者の安全確保については、都道府県の婦人相談所での一時保護の実施のほか、本市配偶者

暴力相談支援センターにおいて、緊急に保護を求めてきた被害者が一時保護されるまでの間、社

会資源を積極的に活用した避難場所の提供や同行支援の実施などにより、被害者及び同伴の子ど

もの緊急時における安全確保を行います。特に、加害者から危害を加えられる恐れが高い場合は、

警察と緊密に連携を図り、ＤＶ被害者の安全確保を第一に行います。 

 

 

 

 

 

事 業 名 １８．警察との連携強化 

事 業 概 要 

配偶者暴力相談支援センターとして、警察と緊密に連携をとりながら加害

者から追跡される危険のある被害者とその子どもの緊急時の安全確保を行

います。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 警察と連携したケース数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１７件 ― ― ― 

事 業 名 １９．緊急一時保護の実施 

事 業 概 要 
緊急性が高いケースにおいては、婦人相談所と連携し、ＤＶ被害者とその

子どもに関する情報を共有し、円滑な一時保護を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 婦人保護施設等へ緊急一時保護を実施したケース数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１４件 ― ― ― 

取組の方向 ５ 被害者の安全確保 

配偶者暴力相談支援センター機能  
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事 業 名 ２０．一時保護者、同伴者への同行支援 

事 業 概 要 

一時保護施設に入所中のＤＶ被害者に対し、被害者本人の意思を尊重し自

立に向けた転居先探しやアパートの賃貸契約など自立に必要な様々な手続

きのため外出する際に安全確保の観点から同行支援を実施します。 

所 管 課 男女共同参画課、地域福祉支援課 障害者支援課 

報 告 同行支援を行ったケース数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１２件 ― ― ― 
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ＤＶ被害者への支援を適切に行うためには、職務関係者の資質向上が欠かせません。 

ＤＶ被害者が早期に問題解決できるよう、職務関係者には、問題解決のツールとしての社会資

源の情報を、ＤＶ被害者へ提供することが求められています。 

また、様々な悩みや複合的な問題を抱えるＤＶ被害者のために適切な援助ができるようケース

のコーディネイトも大変重要となります。 

そこで、女性相談員をはじめとする職務関係者が、研修等を通じて情報を吸収し、多くの知識

を身につけ迅速に適切な対応ができるようにしていきます。 

 

 

 

 

事 業 名 ２２．ケース検討会議の実施 

事 業 概 要 
処遇困難ケースや危険度の高いケース等の情報の共有及び支援方法のス

キルアップを図り、相談体制の強化を図ります。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 会議実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

9 回 12 回 12 回 12 回 

 

事 業 名 ２１．ＤＶ相談担当職員のスキルアップ 

事 業 概 要 

ＤＶ被害者や同伴の家族について、相談での初期対応の重要性や緊急一

時保護の連携フロー、各種法的制度など、きめ細やかな対応に言及した

ＤＶ被害者対応の手引きを活用し、ＤＶ相談担当職員の質の向上を図り

ます。また、国や県主催の研修会に参加していきます。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 研修会参加回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

5 回 3 回 3 回 3 回 

取組の方向 ６ 職務関係者の資質向上 



 

- 32 - 

 

       

     

ＤＶ被害者は、加害者と離れ安定した生活を送ることができる支援をするのが、この分野です。 

実効性のある自立支援の充実を図るため、「被害者の生活再建支援」と「子どもに関する支援」

の２つを取組の方向として事業を展開していきます。 

ＤＶ被害者が、加害者から離れることに成功しても、新しい生活を始めるためには、乗り越え

なければならない壁が多数あります。着の身着のまま避難する場合は、経済的な問題（生活費）

や住居の問題、子どもがいる場合は転校や転園の問題などがあり、被害者の自立に必要な支援を

行い生活再建を進めます。 

 

成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

基本目標Ⅲの施策が

進んでいると思って

いる市民の割合 

１３．１％ 

（e-モニターアン

ケート） 

 

 

１５％ 

 

 

 

 

２０％ 

 

 

 

 

２５％ 

 

 

※ 基本目標Ⅲは市川市ＤＶ防止基本計画（第１次実施計画）では、「被害者支援の充実と加害者教育」
第２次ＤＶ防止実施計画においては「実効性のある自立支援の充実」としており、取り組みの内容は
すべて同様ではありませんが、被害者の自立支援を中心に事業を展開していることから、成果指標の
数値として記載しています。 
 

【目標達成に向け進んでいると思う施策】 

「市川市ＤＶ防止基本計画」には４つの基本目標があります。目標達成に向け進んでいると

思う施策を次の中から選んでください。 

16.0

25.5

13.1

9.8

64.6

0 10 20 30 40 50 60 70

基本目標　Ⅰ

基本目標　Ⅱ

基本目標　Ⅲ

基本目標　Ⅳ

その他

 

         ｅ-モニター制度による「DV に関するアンケート」結果 

％ 

基本目標 

Ⅲ 
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ＤＶ被害者にとって、安全が確保された後に大事なことが、安定した生活を送ることです。 

被害者が生活再建を早期に果たせるように、福祉制度を活用した支援をはじめ、住宅の確保に

向けた支援や就労に向けた支援等、それぞれの状況に合った切れ目のないきめ細かな支援を行っ

ていきます。 

 

 

事 業 名 
２３．住民基本台帳の閲覧制限、児童手当の受給者変更、保険の離脱・加

入等のための公的なＤＶ証明書の発行 

事 業 概 要 
住民基本台帳の閲覧制限、児童手当の受給者変更、保険の離脱・加入等の

ため、必要な証明書の申請受付と交付を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 ＤＶ証明書の発行数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１０３枚 ― ― ― 

 

 

事 業 名 ２４．住宅確保に向けた支援 

事 業 概 要 
住宅確保について情報提供や助言を行ったり、県営住宅・市営住宅等へ優

先して入居できるように証明書を発行します。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 賃貸借契約等の同行件数及び市営住宅入居のためのＤＶ証明書の発行数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

７件 ― ― ― 

 

 

 

 

 

 

取組の方向 ７ 被害者の生活再建支援 
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事 業 名 ２５．就労に向けた支援 

事 業 概 要 

再就職に必要なスキルや情報を習得するセミナーを男女共同参画センタ

ーで実施します。また、千葉県 DV 被害者等自立サポート事業の講座の活

用やハローワークやマザーズハローワークを活用できるように情報提供

を行う等就労支援の充実を図ります。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 講座等の開催数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

―  1 回 1 回 1 回 

 

 

事 業 名 ２６．施設等退所後の継続的支援 

事 業 概 要 

施設退所後及び避難後の自立に向けた支援の中で、ＤＶ被害者とその子ど

もの様々な悩みに対応し、関係部署、関係機関と連携し継続的支援を実施

します。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 施設等退所者及び同伴の家族の継続支援件数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

14/(全体)16 件 ― ― ― 
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ＤＶは家庭内で起こることが多く、その環境で育つ子どもの多くは、深刻な影響を受けていま

す。子どもは両親の暴力を目の当たりにし、心に大きな傷を負います。これは児童逆虐待の防止

等の法律でも、児童虐待に当たると明記されています。 

子どもは暴力の環境にいることで、様々な影響がでることもあり、子どもへの心のケアが非常

に重要となることから、児童相談所や学校・保育園等と連携した支援が必要です。また、避難先

においても学校等で心身ともに落ち着ける環境づくりのための支援を関係機関と連携し行いま

す。 

 

 

 

 

事 業 名 ２８．就学における支援と配慮 

事 業 概 要 

教育委員会や学校と連携し、ＤＶ被害者の子どもの転入・転校における支

援を行い、個人情報の取り扱いに配慮します。また、学校等には、加害者

対応について助言を行います。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 義務教育課、小学校、中学校、高等学校と連携したケース数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１０件 ― ― ― 

 

 

事 業 名 ２７．子どもの心のケア・発達支援のための関係部署・関係機関との連携                 

事 業 概 要 
被害者の子どもの心のケア及び健やかな発達を支援するための相談を実施

し、必要に応じて関係部署や児童相談所と連携を図ります。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 児童相談所や関係部署との連携数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

１２件 ― ― ― 

取組の方向 ８ 子どもに関する支援 
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事 業 名 ２９．保育園入園における支援と配慮 

事 業 概 要 

ＤＶ被害者が安心して就労できるよう、その子どもの市内の保育園への

優先入所に向けた助言・情報提供を行い、必要に応じてＤＶ証明書を保

育課へ提出します。また、保育園には加害者対応について助言を行いま

す。 

所 管 課 男女共同参画課 

報 告 保育園と連携したケース数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

５件 ― ― ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 名 ３０．保育園や幼稚園に従事する職員に対する啓発      新規 

事 業 概 要 

就学前教育等従事職員を対象に、世代間連鎖を防ぐ観点からＤＶ家庭で育

った子どもの心のケアの重要性について関係部署と連携し研修を実施し

ます。 

所 管 課 男女共同参画課 

目 標 研修会実施回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― 1 回 1 回 1 回 
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ＤＶ被害には、住民基本台帳の閲覧制限や裁判所の保護命令、その他生活するうえでの経済的

な支援や子どもに関する支援など、必要な支援が多方面にわたります。そのため、ＤＶに関する

共通認識を持って、切れ目のない細かな支援のために、関係機関と緊密な連携を図っていきます。 

 

成果指標 
平成 24 年度 

現状値 

目標値 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

ＤＶ防止実施計画を

知っている人の割合 

２０．１％ 

（e-モニターアン

ケート） 

３０％ ４０％ ５０％ 

 

 

【市川市ＤＶ防止基本計画（第１次実施計画）の周知度】 

市川市では、「市川市ＤＶ防止基本計画」を策定し、ＤＶ防止や被害者の保護と自立支援をよ

り一層きめ細かく推進することで、「ＤＶの根絶」を目指しています。「市川市ＤＶ防止基本計

画」をご存知ですか。 

79.9

2.5 17.6 ある程度まで知っている

見たり聞いたことがある

見たことも聞いたこともない

 

         ｅ-モニター制度による「DV に関するアンケート」結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年度調査 

 

％ 

基本目標 

Ⅳ 
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本市では、DV、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の家庭等における暴力に対応する環境を

整備するため、「市川市家庭等における暴力対策ネットワーク会議」を平成 25 年度に設置しま

した。当該ネットワーク会議において、警察や千葉県女性サポートセンター等の行政機関や各関

係機関の代表者が集まり、情報を共有し、それぞれの役割を明確化することで、あらゆる暴力の

根絶を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 名 ３１．家庭等における暴力対策ネットワーク会議の実施 重点 新規 

事 業 概 要 

ＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の家庭等における様々な暴力

に対応するため、関係機関等で構成されるネットワーク会議の代表者会

議を開催し、情報の共有化を図るとともに連携を強化します。 

所 管 課 
男女共同参画課、地域福祉支援課、障害者支援課、介護保健課、 

子育て支援課 

目 標 会議開催回数 

目 標 数 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― 2 回 2 回 2 回 

事  業  名 ３２．ＤＶ防止ネットワーク実務者会議の実施            新規 

事  業  概  要 

ＤＶ被害者支援のため、関係機関・関係部署との個別ケースの支援方針

の確立、支援の経過報告およびその評価を行い、新たな情報を共有する

ことを目的とした会議を開催します。 

所   管   課    男女共同参画課 

目      標 会議開催回数 

目  標  数  値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

― 2 回 2 回 2 回 

取組の方向 ９ 関係機関・関係部署との連携 
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事  業  名 ３３．ＤＶ防止ネットワーク個別ケース検討会議の実施 

事  業  概  要 
ＤＶ被害者支援のための情報の共有および関係機関・関係部署との個別

ケースの相互連携を目的とした会議を開催します。 

所   管   課    男女共同参画課 

報 告 会議開催回数 

実 績 報 告 値 

現 状（平成 24 年度） 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

1 回 ― ― ― 
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【役割】　　　　　　　【参加者】　　　　　　    【開催頻度】　      【活動内容】
・支援に係る　    ・各機関の代表者　    ・年１～２回        ①関係機関との連携・協力
  環境整備                                                                   ・情報交換
　　　　　　　　　　　　　　　　                                           ②広報・啓発　など
 

ネットワーク会議（代表者）
【事務局】 総務部男女共同参画課

 

市川市家庭等における暴力対策ネットワーク会議

 

 警察

児童委
員・民生
委員
 

社会教育
施設

健康福祉
センター

 
児童相談
所

人権擁護
委員協議
会

学校・
教育委員
会

 
医療機関

 
民間団体

 
法務局社会福祉

協議会

 
弁護士会

 
市役所

 
     

    

高齢者虐待ネット
ワーク会議

ＤＶ防止ネットワーク会議
障害者虐待ネット
ワーク会議

いちかわ子ども人権
ネットワーク会議

                                実　務　者　会　議
【役割】                                          【活動内容】
・各実務者会議の課題への支援            ①定例的な情報交換
・情報の共有化            　                  ②代表者会議への報告
・個別ケースの相互連携な支援

市役所内
 

子育て支援課

保育課

地域福祉支援課

障害者支援課

福祉事務所

保健センター健康支援課

義務教育課

 

 

 

課長

主幹

担当者

 

 

担当者

相談員

市役所内
 
必要に応じて

ＤＶ防止ネットワーク会議
いちかわ子ども人権
ネットワーク会議

障害者虐待ネット
ワーク会議

 

                               個別ケース検討会議
【役割】                        【活動内容】
・個別ケースの支援                    ①支援方針の確立
　　　　　　　　　　　　　　　　 ②支援の経過報告及びその評価、新たな情報の共有

＜所管＞
地域福祉支援課

外部
 
必要に応じて

外部
 

市川児童相談所

市川警察署

行徳警察署

市川健康福祉センター

女性サポートセンター  等

＜所管＞
男女共同参画課

＜所管＞
子育て支援課

＜所管＞
障害者支援課

＜所管＞
男女共同参画課

＜所管＞
子育て支援課

＜所管＞
地域福祉支援課

＜所管＞
障害者支援課

女性サ
ポートセ
ンター

児童福祉
施設

高齢者虐待ネット
ワーク会議
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【支援内容】
･相談、助言
・緊急時における
　被害者の安全確保
・保護命令申立て等の
  助言・支援
・ＤＶ証明書等の発行
・一時保護施設への
  同行･ 助言
・自立支援のための
  情報提供･助言

　
相
 

談

  ◎市営住宅の優遇制度
  ◎母子寮等への入寮
  ◎就業支援関連セミナー等の
     情報提供
  ◎学校･幼稚園・保育園との
     ケース協議
  ◎児童相談所とのケース協議
  ◎継続したケース相談

　

【支援内容】
・相談、助言
・緊急時における
 被害者の安全確保
・保護命令申立て等の
　助言・支援
・ＤＶ証明書等の発行
・一時保護施設への同行・
  助言
・自立支援のための情報
  提供・助言

 
書
面
の
提
出

Ｄ　Ｖ　被　害　者

　市川市配偶者暴力相談支援センターと関係機関等との連携図

 
 ○市民
 ○学校
 ○幼稚園・保育園
 ○医療機関
 ○民生委員・地域ケア相談員

 ○児童相談所
 ○他自治体の相談窓口
 ○民間協力団体

加害者を引き離
してほしい

 連携

 案内・誘導・通報

　連携

 市川市配偶者暴力
 相談支援センター

（地域配偶者暴力相談支援センター）

　　自立支援事業

　地域で発見

　　関係機関

　　相手方（加害者）
申立人の配偶者・元配偶者
　　　（事実婚を含む）

　

　

・相談・カウンセリング
・緊急時の安全確保
・一時保護
・生活再建支援、保護命令申立て等
　の助言
・シェルターの利用についての情報
  提供・助言等
・関係機関との連絡調
・その他の援助

  ●市庁舎内の窓口
　

市の窓口で発見

千
　
葉
　
地
　
方
　
裁
　
判
　
所

保
護
命
令
発
令

保
護
命
令
申
立

 
○DV相談 ・被害者の保護
子ども家庭総合支援ｾﾝﾀｰ

○被害者の一時保護
　　　地域福祉支援課
　　　障害者支援課

○被害者の生活再建支援
　　　福祉事務所
　　　国民健康保険課
　　　子ども福祉課
　　　保育課

　庁内関係部署

 連携

　
　　　警　察

・暴力の静止
・被害者の保護
・被害発生防止の
　ために必要な措置
・援助の申し出に対
　する支援
　

 連携

　
相
 

談

　
様
々
な
受
付

　　　　書面の提出

　
　　　　書面の提出

　　 書面の提出

連　携

連
携

連
携

　
相
談
･
依
頼

   通 報
 案内・誘導

　
相
 

談

 通知

通　知

通　知

通　知

　　　　　　連　携

 千葉県女性サポートセンター
 （中核的配偶者暴力相談支援センター）

 市川健康福祉センター

 （地域配偶者暴力相談

支援センター)

市川市男女共同参画センター内

 



委員名 項目 内容

井上委員 市管理職
について

管理職とは具体的にどのような範囲なのか。当日のご回答に付け加えてご
回答いただければ幸いです。
主幹以上（田中主幹・谷内課長・○○次長・笠原部長……？）とのことでし
たが、「管理職」の人数は、全職員の人数の何パーセントなのかがわからな
いと、女性比率１５％だどうだと言っても、はっきりしません。
つまり、全職員(管理職になることができる職員)人数、管理職の人数と割合
（○○％）
全職員のうち女性の人数（４０％？）、管理職のうち女性の人数と割合（１
５．２％）としないと、１５．２％が多いのか少ないのか、また、他の事業所に
働きかける上でのモデルとなるのかどうか、などが明確にならないかと思い
ます。
（学校では管理職の割合自体がかなり少ないとの感触を持っているもの
で。）

井上委員 P.8
市管理職
試験の女
性受験者
減少につ
いて

昨年度は市役所で管理職試験の女性受験者が大きく減少したそうですが
（第５次計画案８㌻）、その原因はどのように分析されていますか？「意欲と
自信を持って」働けるような意識がないからですか？例えば、前年の反動だ
とか、託児所・学童の整備など女性支援のハード面だとか、そのような可能
性はないでしょうか？

小川委員 P.27
「人権教
室の実
施」「人権
後援会の
実施」に
ついて

市内には39の小学校がありますが、そのうち平成24年度の現状では30の
小学校が人権教室を実施しているとなっています。
このように既に大半の小学校で人権教室が実施されている現状を鑑みれ
ば、計画最終年度の平成28年度までには全校で実施するくらいの目標を設
定してもよいのではと思いますし、殆どの小学校で人権教室を実施している
のに、残りわずかな小学校では行われていないことは教育の格差になって
いるのではないかと思います。
未実施校がわずか9校となっても計画目標数値では毎年1校ずつの増加し
か見込めない何か事情があるのでしょうか。
また、人権講演会も市内の16の中学校のうち実施しているのは2校のみ
で、平成28年度の計画目標値も現状のままの2校となっています。実施する
学校が増えない理由があるのでしょうか。

小川委員 P.46
「地域ケ
アシステ
ム推進事
業」につ
いて

「地域ケアシステム推進事業」が45ページの「個別課題14　高齢者への福
祉の充実・自立支援」の関連事業となっていますが、「地域ケアシステム」
は、市川市が地域の支えあい、助け合いの仕組みづくりとして市独自の施
策として行っているものであり、実際に「地域ケアシステム」を支えている地
域の方々は、男女を問わず、年齢を問わずの方々であります。「地域ケアシ
ステム」が対象としているのは地域の全ての住民であり、決して高齢者への
福祉施策ではありません。
このことを踏まえれば、個別課題14の関連事業ではなく、「個別課題2の市
民活動における男女共同参画に向けた支援」の関連事業とするのが最も
適切であるといえます。

男女共同参画基本計画第５次実施計画（案）に係る意見

資料１ 



委員名 項目 内容

井上委員 P.13
ＤＶの認
知度につ
いて

DV防止計画案１３㌻にある、「DV」認知度についてです。
(1)これは「DV」という言葉でアンケートをとったのですよね？つまりドメス
ティックバイオレンスという言葉や、内容説明など全くない状態で。
(2)認知度が「減少しています」とのことですが、また、宮越委員もこの点を質
問されていましたが、はたして「減少」と言えるでしょうか？
　２１年度…９３．７＋５．０？＝９８．７
　あるいは９３．７＋５．７？＝９９．４　　→21年度の数字が「５．０．６」となっ
ていて訂正が必要です。
　２４年度…９１．０＋７．８　＝９８．８
　５．７だとしても、９９．４から９８．８へ「減った」ことを、分析結果として「減
少」と捉えていいでしょうか？「増えていない」とは言えるでしょうが、「ほぼ
変わらない」あたりが妥当ではないでしょうか？

小川委員 P.22
ＤＶ被害
者の早期
発見につ
いて

事業名「6．関係部署との連携によるＤＶ被害者の早期発見」において、説
明会の実施の目標数値が現状（平成24年度）4回より減って平成26年度以
降1回となっているのは何か理由があるのでしょうか。

小川委員 P.33
就労に向
けた支援
について

ＤＶ被害者への安全確保や相談支援が重要であるのは言うまでもないこと
ですが、ＤＶを含めて子どもや高齢者など弱者への虐待に至る様々な要因
のひとつに経済的困窮（生活困窮）があるとすれば、さらに被害を拡大させ
ないために生活困窮者の自立に向けて、就労の促進や家計の再建、生活
態度の改善などの多方面から支援することも重要だと思います。
このことから、32ページにある「被害者の生活再建支援」は重点的に取り組
むべきことと思いますが、自立に向けての3つの柱（住居確保、就労、家計
再建）への支援が重要となっているなかで、33ページの「就労に向けた支
援」がセミナー開催1回となっているのは心細い感じがします。
「就労に向けた支援」として、ハローワークと連携して求人情報の提供など
を行うことや、就労に向けての訓練を行政が主導して行うとかの事業につ
いて検討していただきたく思います。

第２次ＤＶ防止実施計画（案）に係る意見



委員名 項目 内容

井上委員 eモニ
データに
ついて

審議会前に資料を読ませていただきまして、データの提示の仕方が曖昧な
印象を持ちました。
例えば、当日質問しましたように、eモニのデータを根拠に論を立てているの
ですが、そもそもeモニの結果が市民の意見・意識を「正確に」反映している
かどうかが疑問です。
ポイント目当てで登録・回答している人は(私を含めて)多いかと思います
が、逆に言うと、ポイントに関心がない市民がモニターにならず、ネットを使
えない、あるいは疎い方々(小学生や高齢者？)もモニターになっていない
かと想像されます。つまり、eモニを根拠にするなら、その根拠が統計学的
にしっかりしたものであることの説明が必要かと思います。（実際に資料に
載せる際は、小さな文字の注で構わないかと。）
あるいは、３０代４０代が多いとのご回答でしたが、それはネットアンケートと
いう性質上、予想されることであり、そういう限定付きの「根拠」、限定付き
の「市民の意見・意識」であるということを前提にしなければならないかと思
います。
以上のことは、eモニを使うなと言っているのではなく、きちんと限定して明
示すべきという意味です。

共通：各実施計画（案）に係る意見



●　市職員数

人数
うち

女性人数
女性割合

2,750 1,256 45.7%

●　市女性職員の女性管理職登用状況

人数
うち

女性人数
女性割合

23 1 4.3%

30 3 10.0%

115 10 8.7%

19 2 10.5%

261 52 19.9%

448 68 15.2%

※いずれも消防局を除く、平成25年4月1日現在　　　　　

課長

副参事・担当室長

主幹

管理職合計

補職名

局長・部長

次長

資料２ 



1

修正前 修正後

修正
前

修正
後

目次

目次 目次 第１章３ 基本計画の体系図 基本計画の体系図と実施計画事業

2 2 １行目 基本計画の体系図 基本計画の体系図と実施計画事業

2～7 2～4 体系図
主要課題・個別課題・施策の体系図を
掲載

事業までを記載し、体系図を差し替え

4
体系図中
の主要課
題６

※ＤＶ施策の実施に関しては、市川市
男女共同参画基本計画第２次ＤＶ防止
実施計画（平成２６年度～平成２８年
度）にて進行管理を行います

9 6
主要課題
６

「市川市ＤＶ防止基本計画」
「市川市ＤＶ防止基本計画（第１次実施
計画）」

10 7 ６行目 ～e-モニター制度による ～e-モニター制度※１による

10 7 １０行目

また、「夫は外で働き、妻は家を守る方
がよい」と考えている割合についても、
「賛成」「どちらかと言えば賛成」が増加
傾向にあり、「反対」「どちらかといえば
反対」とする回答を上回る結果がでてい
ます。

また、「夫は外で働き、妻は家を守る方
がよい」と考えている割合についても、
賛成の割合（「賛成」＋「どちらかといえ
ば賛成」）が増加傾向にあり、反対の割
合（「反対」＋「どちらかといえば反対」）
を上回る結果がでています。

8 １行目
全国では、平成２４年１０月に～調査時
点での社会情勢の影響を受けていると
考えられます。

9 ３行目 e-モニター制度の説明を掲載

9 ６行目
e-モニター制度によるアンケートの回答
者属性を掲載

9 最終行
※調査の数値は、四捨五入の関係で、
合計が１００％にならないことがありま
す。

13 11
整理した
事業等の
数

廃止事業－７
計－５９
第５次　６５事業
新たに掲載した事業　１９事業
進行管理事業　２８事業
関連事業　５６事業

廃止事業－８
計－６０
第５次　６４事業
新たに掲載した事業　２０事業
進行管理事業　２９事業
関連事業　５５事業

20 19 関連事業
「地域ケアシステム推進事業」を個別課
題１４から削除し、個別課題２の関連事
業として位置づけ。

23 22
事業№９
の目標数
値

平成２６年度　３５０人
平成２７年度　３５０人
平成２８年度　３５０人

平成２６年度　３６０人
平成２７年度　３８０人
平成２８年度　４００人

25 24
進行管理
事業

新たに、「１１．市内の保育園や幼稚園
等職員への男女共同参画啓発」を掲載

25 24 関連事業 「保育園の第三者機関評価事業」 削除
25 24 関連事業 「幼稚園評議員制度の充実」 削除

市川市男女共同参画基本計画第５次実施計画案の修正一覧

ページ

ページ数を適宜修正

資料３ 



2

修正前 修正後

修正
前

修正
後

ページ

27 26
事業№１２
の事業概
要

～人権教室を実施します。
～人権教室を実施します。（市立小学
校数　３９校）

27 26
事業№１２
の目標数
値

平成２７年度　３４校
平成２８年度　３５校

平成２７年度　３６校
平成２８年度　３９校

46 45 関連事業 「地域ケアシステム推進事業」
「地域ケアシステム推進事業」を個別課
題１４の関連事業から削除し、個別課
題２の関連事業として位置づけ。

48 47

関連事業
「地域包括
支援セン
ター事業」
の関連計
画

市川市地域福祉計画
市川市高齢者福祉計画・介護保険事業
計画

53 52
成果指標
の目標値

平成２６年度　９４％ 平成２６年度　９５％

53 52
ＤＶの認知
度

ＤＶを「知っている」「言葉を聞いたこと
がある」と回答した割合は、減少してい
ます。

ＤＶを「知っている」と回答した割合は
９０％を超え、高い認知度となっていま
す。

53 52 グラフ グラフ差し替え

53 52
e-モニター制度によるアンケートの回答
者属性を掲載



修正前 修正後

修正
前

修正
後

目次

1 1

２９行目
※１　DVの
定義の下
に、※　DV
がおこる背
景の文章を
追加

※　DVがおこる背景
 　  なぜ、DVはおこり、被害者の多くは女
性なのでしょうか。この背景には、固定的
役割分担意識やそれに伴ってできた男女
の社会的地位、経済力の格差、暴力容認
などの社会的構造に問題があると指摘さ
れています。多くの場合は夫(パートナー)
は、支配のための手段、あるいは、服従し
ないことの罰として暴力を振るいます。そし
て「従わない方が悪い」と被害女性を責め
ます。この根底には「男性はリードし、女性
は従うもの」という固定的役割分担意識と
暴力を容認する考えがあるからです。

2 2
３行目を変
更

本計画は、市川市男女共同参画社会
基本条例第8条の規定に基づき策定さ
れた「市川市男女共同参画基本計画」
に基づく「第5次実施計画」の主要課題
６を実現するための一部分として位置
づけます。

本計画は、市川市男女共同参画社会基本
条例第8条の規定に基づき策定された「市
川市男女共同参画基本計画」の主要課題
６「人権を侵害する暴力の根絶」を実現す
るための一部分として位置づけます。

3 3

４　計画の基
本理念
の一部文章
を削除

この計画の基本理念を「DVの根絶」とし
ます。
この計画は、市川市男女共同参画社会
基本条例の4つの基本理念を実現する
ための市川市男女共同参画基本計画
において、主要課題６「人権を侵害する
暴力の根絶」に関してDVに特化したも
のとして計画しています。

本計画の基本理念を「DVの根絶」としま
す。

5 5

取組の方向
２　DV予防
教育の推進
に事業を一
つ追加する。

４．人権擁護委員との協働
５．若者を対象としたデートDV予防啓発
事業の実施

４．人権擁護委員との協働
５．若者を対象としたデートDV予防啓発事
業の実施
６．学校職員に対する啓発

6 6

○　警察に
おける配偶
者間の暴力
相談は増
加、被害者
の多くは女
性
の文章中、２
３年を２４年
に改める。

「警察における暴力相談等の対応件
数」は、平成１９年が２０,９９２件、平成２
３年は３４,３２９件であり、４年間で約１.
６倍となっています。
また、平成２３年中に検挙した配偶者間
（内縁を含む）の暴行、傷害、殺人等の
総数は３,０９１件で、そのうち９１.５％に
あたる２,８２９件は女性が被害者となっ
ていますが、殺人については、４３．７％
の被害者が男性という結果となってい
ます。

「警察における暴力相談等の対応件数」
は、平成２４年が４３,９５０件で、ここ数年毎
年増加しています。
また、平成２４年に検挙した配偶者間（内
縁を含む）の暴行、傷害、殺人等の総数は
４,４５７件で、そのうち９３.1％にあたる４,１
４９件は女性が被害者となっており、特に
傷害は２,０６０件と急増し、暴行も1,９９６件
と増加しています。

ページ

第２次DV防止実施計画案の修正一覧

ページ数を適宜修正

資料４

1



修正前 修正後

修正
前

修正
後

ページ

6 6

●　警察に
おける暴力
相談等の対
応件数の表

19年度～23年度 20年度～24年度

6 6

● 配偶者間
（ 内 縁 を 含
む）における
犯罪（殺人、
傷害、暴行）
の 被 害 者
（ 検 挙 件 数
の 割 合 ） の
表

23年度 24年度

7 7

○　配偶者
暴力相談支
援センター
の相談も増
加、９９％が
女性
の文章中、２
３年を２４年
に改める。

平成２４年７月現在、配偶者暴力相談
支援センターは、全国に２１０ヵ所設置
されています。ＤＶ相談件数は平成１９
年度では６２，０７８件、平成２３年度は
８２，０９９件となっており、４年間で約１.
３倍に増加しています。
平成２３年度の相談形態は、電話相談
が６９．７％、来所相談が２７．６％となっ
ており、相談者は平成１９年度より毎年
約９９％が女性となっています。

平成２５年７月現在、配偶者暴力相談支援
センターは、全国に２２３ヵ所設置されてい
ます。ＤＶ相談件数は平成２０年度では６
8，１９６件、平成２４年度は８９，４９0件と
なっており、４年間で約１.３倍に増加してい
ます。
平成２４年度の相談形態は、電話相談が６
７．8％、来所相談が２８．2％となっており、
相談者は毎年約９９％が女性となっていま
す。

7 7

●配偶者暴
力相談支援
センターにお
ける相談件
数の推移の
表

19年度～23年度 20年度～24年度

7 7

●配偶者暴
力相談支援
センター相
談の男女別
内訳の表

19年度～23年度 20年度～24年度

8 8
最終行に追
加

◆　市川健康福祉センターの件数は、DV
相談件数のうち市川に住所がある者、又
は居住している者です。なお、市川健康福
祉センター管内(市川市・浦安市)の平成２
４年度件数は、２９９件(来所:５７件、電話:２
４２件)です。

12 12

1　基本目標
ごとの達成
状況の表に
平均を追加

平成23年度　平均　63.7
平成24年度　平均　95.2

13 13 ６行目
DVを「知っている」「言葉を聞いたことが
ある」と回答した割合は、減少していま
す。

削除

14 15
最終行 に追
加

DV防止の重点施策の表を追加

2



修正前 修正後

修正
前

修正
後

ページ

16

≪市川市e-
モニター制
度によるDV
に関するア
ンケートの回
答者属性≫
を追加

●平成２１年度
●平成２４年度　の２つの表を追加

17 18 図を訂正

新たに掲載した事業　　７事業　計７事
業
第２次市川市DV防止実施計画　３２事
業
進行管理事業　　　　　　　　　　　 ３２事
業

新たに掲載した事業　　８事業　計８事業
第２次　　　　 DV防止実施計画　３３事業
進行管理事業　　　　　　　　　　　 ３３事業

20 21
表中
数値訂正

数値目標
現状（平成24年度）　４５箇所

数値目標
現状（平成24年度）　３５箇所

21 22 ４行目

また、恋人間の暴力（デートＤＶ）につい
ては、中学生・高校生・大学生といった
若者が遭遇するケースが多いことか
ら、生徒への予防教育も大変重要で
す。
そこで、人権擁護委員と連携した子ども
たちへの教育事業などを実施していき
ます。

そこで、人権擁護委員と連携した子どもた
ちへの教育事業などを実施していきます。
また、恋人等からの暴力（デートＤＶ）につ
いては、中学生・高校生・大学生といった
若者が遭遇するケースが多いことから、本
市では高校生を中心とした予防教育の啓
発を行うと共に生徒を指導する立場にある
小・中学校の教職員に対し、ＤＶの正しい
理解や対応についての啓発を図り推進し
ていきます。

21 22
表中
数値訂正

目標数値
平成２７年度　３６校
平成２８年度　３７校

目標数値
平成２７年度　３８校
平成２８年度　４１校

21 22

５．若者を対
象としたデー
トＤＶ予防啓
発事業の実
施

事業概要
若者を対象とした予防啓発リーフレット
を学校などの関係機関を通して配布
し、生徒・教員・保護者などへの啓発を
行います。

事業概要
若者を対象としたデートＤＶ予防啓発リーフ
レットを市内高等学校を中心に配布し、生
徒・教員・保護者などへの啓発を行いま
す。

21 22
表中
数値訂正

目標数値
平成２６年度　４校
平成２７年度　４校
平成２８年度　４校

目標数値
平成２６年度　５校
平成２７年度　５校
平成２８年度　５校

23
６．学校職員
に対する啓
発

事業を追加

24 25
成果指標の
目 標 値 を訂
正

目標数値
平成２６年度　　４０％
平成２７年度　　６０％
平成２８年度　１００％

目標数値
平成２６年度　　３０％
平成２７年度　　４０％
平成２８年度　　５０％

24 表削除 DV防止の重点施策の表を削除 Ｐ１５へ

3



修正前 修正後

修正
前

修正
後

ページ

30 31
４行目
の次に文章
を追加

そこで、女性相談員をはじめとする職務
関係者が、研修等を通じて情報を吸収
し、多くの知識を身につけ、DV被害者
にとって最適なメニューを提供できるよ
う努めます。

また、様々な悩みや複合的な問題を抱え
るDV被害者のために適切な援助ができる
ようケースのコーディネイトも大変重要とな
ります。
そこで、女性相談員をはじめとする職務関
係者が、研修等を通じて情報を吸収し、多
くの知識を身につけ対応できるよう努めま
す。

31 32

中段
成果指標の
下に説 明文
を追加

※ 基本目標Ⅲは市川市ＤＶ防止基本計画
（第１次実施計画）では、「被害者支援の充
実と加害者教育」第２次ＤＶ防止実施計画
においては「実効性のある自立支援の充
実」としており、取り組みの内容はすべて
同様ではありませんが、被害者の自立支
援を中心に事業を展開していることから、
成果指標の数値として記載しています。

31 32 表を変更
【目標達成に向け進んでいると思う施策(市
川市)】の表を棒グラフに変更

33 34
２５．就労に
向けた支援

再就職に必要なスキルや情報を修得す
るセミナーを男女共同参画センターで
実施します。

再就職に必要なスキルや情報を習得する
セミナーを男女共同参画センターで実施し
ます。また、千葉県DV被害者等自立サ
ポート事業の講座の活用やハローワーク
やマザーズハローワークを活用できるよう
に情報提供を行い支援の充実を図ります。

4
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